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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等が含まれております。 

２．第39期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

３．第40期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

４．第40期中の多額な中間純損失及び第40期の多額な経常損失及び当期純損失を計上した原因は、消費者金融会

社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱いの適用に伴う利息返還損失引当

金繰入額の計上等によるものであります。 

５．第40期中及び第40期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．第41期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 176,978 170,570 144,235 351,259 328,920 

経常利益又は経常損失

（-） 
(百万円) 59,209 67,061 25,962 92,248 -163,764 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失（-） 
(百万円) 27,374 -144,228 29,745 46,924 -481,274 

純資産額 (百万円) 967,322 809,736 468,354 973,626 457,714 

総資産額 (百万円) 1,798,867 1,755,587 1,491,696 1,770,909 1,583,172 

１株当たり純資産額 （円） 6,874.77 5,754.81 3,328.60 6,919.26 3,252.98 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金

額（-） 

（円） 194.55 -1,025.03 211.40 333.18 -3,420.42 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） 189.18 － － 323.99 － 

自己資本比率 （％） 53.8 46.1 31.4 55.0 28.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 53,312 36,896 88,657 90,784 70,455 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 42,257 -1,054 1,175 42,376 -1,248 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) -115,305 -44,270 -80,914 -183,177 -80,291 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 136,558 98,694 104,530 107,022 96,096 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

3,438 

[1,256] 

3,147 

[1,165] 

2,855 

[1,048] 

3,184 

[1,240] 

2,938 

[1,143] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等が含まれております。 

２．第39期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴う減損損失の計上等による

ものであります。 

３．第40期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

４．第40期中の多額な中間純損失及び第40期の多額な経常損失及び当期純損失を計上した原因は、消費者金融会

社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱いの適用に伴う利息返還損失引当

金繰入額の計上等によるものであります。 

５．第40期中及び第40期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

６．第41期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 175,916 170,162 143,726 349,766 328,045 

経常利益又は経常損失

（-） 
(百万円) 56,397 66,657 25,148 89,766 -165,726 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失（-） 
(百万円) 19,365 -144,474 29,244 39,080 -481,377 

資本金 (百万円) 30,478 30,478 30,478 30,478 30,478 

発行済株式総数 (千株) 147,295 147,295 147,295 147,295 147,295 

純資産額 (百万円) 962,849 805,232 463,397 969,250 453,227 

総資産額 (百万円) 1,807,543 1,766,695 1,509,246 1,780,265 1,594,014 

１株当たり純資産額 （円） 6,842.98 5,722.80 3,293.37 6,888.16 3,221.09 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金

額（-） 

（円） 137.63 -1,026.78 207.84 277.42 -3,421.15 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） 133.83 － － 269.78 － 

１株当たり配当額 （円） 115.00 115.00 90.00 230.00 230.00 

自己資本比率 （％） 53.3 45.6 30.7 54.4 28.4 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

3,424 

[1,234] 

3,133 

[1,147] 

2,838 

[1,026] 

3,171 

[1,219] 

2,920 

[1,125] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下に同じ）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、常用パートは除

いております。常用パートは［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（出向者を除いております。）であり、常用パートは除いております。常用パートは

［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループに労働組合はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

消費者金融業 2,838 ［1,026］ 

その他 17 ［22］ 

合計 2,855 ［1,048］ 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 2,838［1,026］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業部門の好調さが持続し、これが家計部門へ波及し国内民間需要

に支えられた緩やかな景気回復が続いてまいりました。 

 消費者金融業界におきましては、改正貸金業法の施行を踏まえ、各社生き残り策を模索する中、経営統合、事業

売却、さらには、民事再生法の適用申請が行われる等、再編・淘汰の波が押し寄せる非常に厳しい状況が続いてお

ります。 

 このような情勢の下、当社グループは、店舗の統廃合を含めた経営資源の最適配分による効率経営の推進を図る

とともに、多重債務防止と消費者保護の観点からの与信基準の厳格化、改正法を見据えた対応としての総借入額が

年収の３分の１を超えるお客様への勧誘の禁止などに取り組むことにより、債権の良質化を進め、クレジットコス

トの抑制を図ってまいりました。また、新規のお客様を対象にした低金利商品の販売により新たな顧客層の開拓に

努めるとともに、既存のお客様につきましても「お客様のご利用満足度調査」を実施することにより、お客様ニー

ズに的確に応えるべく多彩な新商品の販売とお客様サービスの充実に努めてまいりました。さらに、コンプライア

ンスオフィサー・個人情報保護オフィサーの増員、各種法令研修の実施等により、全社的なコンプライアンス体制

の充実・強化に取り組んでまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末の営業貸付金残高は１兆3,593億14百万円（前連結会計年度末比5.1％減）、

口座数は2,037千口座（同4.2％減）となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は1,442億35百万円（前中間連結会計期間比15.4％減）となり、営業

利益は258億76百万円（同61.3％減）、経常利益は259億62百万円（同61.3％減）、最終利益は297億45百万円（前

中間連結会計期間は1,442億28百万円の損失）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間末の店舗数は、通常店舗が360店舗（前連結会計年度末471店舗）、スピード無人受付

機を含む無人店舗が1,251店舗（同1,257店舗）、インターネット店舗が１店舗（同１店舗）、自社ＡＴＭの設置台

数は1,733台（同1,856台）、ＣＤ・ＡＴＭの提携台数は47,273台（同46,216台）となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ 84億34百万円増加し、1,045億30百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は886億57百万円（前中間連結会計期間は368億96百万円）となりました。これは、

営業貸付金貸付額2,022億48百万円（同2,919億61百万円）及び利息返還損失引当金減少額373億64百万円（同2,470

億62百万円の増加）等の減少要因はあったものの、税金等調整前中間純利益250億６百万円（同税金等調整前中間

純損失2,050億75百万円）及び営業貸付金回収額2,124億27百万円（同2,660億76百万円）等の増加要因により資金

が増加したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は11億75百万円（前中間連結会計期間は10億54百万円の使用）となりました。これ

は、有形固定資産の取得支出３億35百万円（同５億74百万円）及び無形固定資産の取得支出５億42百万円（同４億

74百万円）等により資金を使用したものの、投資有価証券の売却による収入13億11百万円（同３億21百万円）等に

より増加したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は809億14百万円（前中間連結会計期間は442億70百万円）となりました。これは、

長期借入金の調達185億円（同713億円）により増加したものの、社債の償還による支出300億円（同380億円）及び

長期借入金の返済による支出532億33百万円（同613億88百万円）等により減少したものであります。 



２【営業の実績】 

① 消費者金融業の営業店舗数及び現金自動設備台数 

② 営業収益の内訳 

 （注）１．金額には消費税等が含まれております。 

２．その他の金融収益の「その他」は、主に金利スワップ受取利息等であります。 

３．その他の営業収益の「その他」は、主に駐車場収入、ゴルフ場収入等であります。 

区分 
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

店舗（店） 1,896 1,612 

  通常店舗（店） 523 360 

  
無人店舗（スピード無人受付機含

む）（店） 
1,372 1,251 

  インターネット店舗（店） 1 1 

無人契約機 

（スピード無人受付機含む）（台） 
1,896 1,612 

（うち通常店舗外設置分）（台） (1,372) (1,251) 

現金自動設備（台） 46,008 49,006 

  自社設置分（台） 2,023 1,733 

  （うち通常店舗外設置分）（台） (1,370) (1,249) 

  提携分（台） 43,985 47,273 

  （提携先数）（社） (138) (136) 

種類別 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

消費者金
融業 

その他の
事業 

合計 
構成割合
（％） 

消費者金
融業 

その他の
事業 

合計 
構成割合
（％） 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

金額 
(百万円) 

営業貸付金利息 無担保ローン 164,877 － 164,877 96.7 139,891 － 139,891 97.0 

総合斡旋収益 クレジットカード 42 － 42 0.0 36 － 36 0.0 

その他の金融収益 預金利息 － 414 414 0.2 － 526 526 0.4 

貸付金利息 － 21 21 0.0 － 69 69 0.0 

その他 － 1,190 1,190 0.7 － 1,032 1,032 0.7 

小計 － 1,625 1,625 0.9 － 1,627 1,627 1.1 

その他の営業収益 償却債権及び同利息回収額 3,147 － 3,147 1.8 1,699 － 1,699 1.2 

不動産賃貸収入 － 438 438 0.3 － 468 468 0.3 

その他 － 442 442 0.3 － 514 514 0.4 

小計 3,147 879 4,026 2.4 1,699 982 2,681 1.9 

合計 168,066 2,504 170,570 100.0 141,626 2,609 144,235 100.0 



③ 消費者金融業の取扱高、期末残高、利用者数及び加盟店数 

ａ．取扱高 

 （注） 上記事業の内容及び取扱高の範囲は次のとおりであります。 

・ローン事業  直接顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は顧客に対する融資額であります。

・総合斡旋事業 クレジットカードによる包括的審査に基づいた斡旋取引であり、取扱高の範囲はクレジッ

ト対象額であります。 

ｂ．期末残高 

ｃ．利用者数及び加盟店数 

 （注）１．上記事業の利用者数の範囲は次のとおりであります。 

・ローン事業  営業貸付金残高を有する口座数 

・総合斡旋事業 「TAKE BIG SEVEN MasterCard®」の有効会員数 

２．加盟店数は、取引店舗数であります。 

事業別 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成割合（％） 金額（百万円） 構成割合（％） 

ローン事業 291,977 99.9 202,258 99.9 

総合斡旋事業 338 0.1 257 0.1 

合計 292,315 100.0 202,515 100.0 

事業別 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

残高（百万円） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％） 

ローン事業 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 

総合斡旋事業 577 0.0 595 0.0 

合計 1,519,365 100.0 1,359,910 100.0 

事業別 
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

ローン事業（件） 2,268,706 2,036,554 

総合斡旋事業（人） 271,326 295,685 

加盟店数（店） 28,275 27,260 



④ 消費者金融業の営業貸付金残高の内訳 

ａ．種類別営業貸付金残高 

 （注） 消費者向は個人への貸付であります。 

ｂ．業種別営業貸付金残高 

 （注）１．先数とは、顧客別に名寄せした債務者数を記載しております。 

２．個人の自営業者は、業種の如何にかかわらず「個人」に含めております。 

貸付種別 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

件数（件） 
構成割
合(％) 

残高 
（百万円） 

構成割
合(％) 

平均約
定金利 
（％） 

件数（件）
構成割
合(％) 

残高 
（百万円） 

構成割
合(％) 

平均約
定金利 
（％） 

消費者向                     

無担保 

（住宅向を除く） 
2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 

有担保 

（住宅向を除く） 
－ － － － － － － － － － 

住宅向 － － － － － － － － － － 

計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 

事業者向                    

計 － － － － － － － － － － 

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 

業種別 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

先数（件） 
構成割合
（％） 

残高 
（百万円） 

構成割合
（％） 

先数（件） 
構成割合
（％） 

残高 
（百万円） 

構成割合
（％） 

製造業 － － － － － － － － 

建設業 － － － － － － － － 

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － － 

運輸・通信業 － － － － － － － － 

卸売・小売業・飲食店 － － － － － － － － 

金融・保険業 － － － － － － － － 

不動産業 － － － － － － － － 

サービス業 － － － － － － － － 

個人 2,251,029 100.0 1,518,789 100.0 2,024,647 100.0 1,359,314 100.0 

その他 － － － － － － － － 

合計 2,251,029 100.0 1,518,789 100.0 2,024,647 100.0 1,359,314 100.0 



ｃ．担保別営業貸付金残高 

ｄ．貸付金額別営業貸付金残高 

受入担保の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

残高（百万円） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％） 

有価証券 － － － － 

  うち株式 － － － － 

債券 － － － － 

  うち預金 － － － － 

商品 － － － － 

不動産 － － － － 

財団 － － － － 

その他 － － － － 

計 － － － － 

保証 － － － － 

無担保 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 

合計 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 

金額別 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

件数（件） 
構成割合
（％） 

金額 
（百万円） 

構成割合
（％） 

件数（件） 
構成割合
（％） 

金額 
（百万円） 

構成割合
（％） 

無担保ローン 

10万円以下 99,301 4.4 5,632 0.4 110,029 5.4 6,312 0.5 

10万円超 

30万円以下 
248,450 10.9 50,891 3.3 233,758 11.5 47,956 3.5 

30万円超 

50万円以下 
629,730 27.8 277,973 18.3 543,488 26.7 235,340 17.3 

50万円超 1,291,225 56.9 1,184,292 78.0 1,149,279 56.4 1,069,706 78.7 

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 

１件当たり平均残高（千円） 669 667 



⑤ 資金調達内訳 

 （注）１．「自己資本」は、資産の合計額より負債の合計額並びに配当金及び役員賞与金の予定額を控除し、引当金

（特別法上の引当金を含む。）の合計額を加えて算出しております。 

２．上記の中間連結会計期間中に行った貸付債権の譲渡はありません。 

３．平均調達金利は借入金等の残高に対するものであります。 

４．社債の調達金利はスワップ後の金利を記載しております。 

⑥ 提出会社の営業の実績 

ａ．営業店舗数及び現金自動設備台数 

借入先等 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

残高（百万円） 平均調達金利(％) 残高（百万円） 平均調達金利(％) 

金融機関等からの借入 429,201 2.27 404,628 2.46 

その他 187,178 3.44 129,781 4.12 

  社債・ＣＰ 187,178 3.44 129,781 4.12 

合計 616,379 2.62 534,408 2.87 

自己資本 1,229,811 － 1,071,344 － 

  資本金・出資額 30,478 － 30,478 － 

区分 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在)
前事業年度末 

(平成19年３月31日現在)

店舗（店） 1,896 1,612 1,729 

  通常店舗（店） 523 360 471 

 
無人店舗（スピード無人受付機

含む）（店） 
1,372 1,251 1,257 

  インターネット店舗（店） 1 1 1 

無人契約機 

（スピード無人受付機含む）（台） 
1,896 1,612 1,729 

（うち通常店舗外設置分）（台） (1,372) (1,251) (1,257) 

現金自動設備（台） 46,008 49,006 48,072 

  自社設置分（台） 2,023 1,733 1,856 

  （うち通常店舗外設置分）（台） (1,370) (1,249) (1,255) 

  提携分（台） 43,985 47,273 46,216 

  （提携先数）（社） (138) (136) (136) 



ｂ．地区別営業貸付金利息 

 （注） 各地区の都道府県区分は次のとおりであります。 

・北海道地区：北海道 

・東北地区 ：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

・関東地区 ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

・中部地区 ：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県 

・近畿地区 ：三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

・中国地区 ：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

・四国地区 ：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

・九州地区 ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 なお、「地区」は営業店舗の所在地を基準に集計しております。 

ｃ．消費者金融業の取扱高、期末残高、利用者数及び加盟店数 

ア．取扱高 

 （注） 上記事業の内容及び取扱高の範囲は次のとおりであります。 

・ローン事業  直接顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は顧客に対する融資額であります。

・総合斡旋事業 クレジットカードによる包括的審査に基づいた斡旋取引であり、取扱高の範囲はクレジッ

ト対象額であります。 

地区別 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

北海道地区 9,993 6.1 8,334 5.9 19,189 6.0 

東北地区 15,695 9.5 13,112 9.4 30,284 9.5 

関東地区 54,426 33.0 46,505 33.2 105,307 33.1 

中部地区 23,947 14.5 20,825 14.9 46,506 14.6 

近畿地区 26,944 16.3 22,702 16.2 51,966 16.3 

中国地区 8,151 5.0 6,947 5.0 15,777 5.0 

四国地区 4,802 2.9 4,157 3.0 9,257 2.9 

九州地区 20,918 12.7 17,309 12.4 40,204 12.6 

合計 164,877 100.0 139,891 100.0 318,491 100.0 

事業別 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

金額（百万円） 
構成割合 
（％） 

ローン事業 291,977 99.9 202,258 99.9 547,768 99.9 

総合斡旋事業 338 0.1 257 0.1 640 0.1 

合計 292,315 100.0 202,515 100.0 548,408 100.0 



イ．期末残高 

ウ．利用者数及び加盟店数 

 （注）１．上記事業の利用者数の範囲は次のとおりであります。 

・ローン事業  営業貸付金残高を有する口座数 

・総合斡旋事業 「TAKE BIG SEVEN MasterCard®」の有効会員数 

２．加盟店数は、取引店舗数であります。 

ｄ．営業貸付金の増減額及び残高 

事業別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

残高（百万円） 
構成割合 
（％） 

残高（百万円） 
構成割合 
（％） 

残高（百万円） 
構成割合 
（％） 

ローン事業 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 1,431,848 100.0 

総合斡旋事業 577 0.0 595 0.0 582 0.0 

合計 1,519,365 100.0 1,359,910 100.0 1,432,431 100.0 

事業別 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日現在） 

ローン事業（件） 2,268,706 2,036,554 2,125,599 

総合斡旋事業（人） 271,326 295,685 284,825 

加盟店数（店） 28,275 27,260 28,430 

項目別 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

期首残高（百万円） 1,540,046 1,431,848 1,540,046 

期中貸付額（百万円） 291,977 202,258 547,768 

期中回収額（百万円） 266,076 212,427 511,083 

貸倒損失額（百万円） 31,830 32,565 100,216 

利息返還額（元本毀損分）

（百万円） 
15,328 29,801 44,667 

期末残高（百万円） 1,518,789 1,359,314 1,431,848 

平均貸付金残高（百万円） 1,535,214 1,412,457 1,522,477 



ｅ．営業貸付金残高の内訳 

ア．種類別営業貸付金残高 

 （注） 消費者向は個人への貸付であります。 

イ．業種別営業貸付金残高 

 （注）１．先数とは、顧客別に名寄せした債務者数を記載しております。 

２．個人の自営業者は、業種の如何にかかわらず「個人」に含めております。 

貸付種別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数（件） 
構成
割合 

（％） 

残高 
（百万円） 

構成
割合 

（％） 

平均
約定
金利 

（％） 

件数（件）
構成
割合 

（％）

残高 
（百万円）

構成
割合 

（％）

平均
約定
金利 

（％）

件数（件）
構成
割合 

（％） 

残高 
（百万円） 

構成
割合 

（％） 

平均
約定
金利 

（％）

消費者向                              

無担保 

（住宅向を除く） 
2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0 25.28 

有担保 

（住宅向を除く） 
－ － － － － － － － － － － － － － － 

住宅向 － － － － － － － － － － － － － － － 

計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0 25.28 

事業者向                              

計 － － － － － － － － － － － － － － － 

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 25.57 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 25.02 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0 25.28 

業種別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

先数(件) 
構成
割合 
（％）

残高 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

先数(件) 
構成
割合 

（％）

残高 
（百万円）

構成
割合 

（％）
先数(件) 

構成
割合 
（％） 

残高 
（百万円） 

構成
割合 

（％）

製造業 － － － － － － － － － － － －

建設業 － － － － － － － － － － － －

電気・ガス・熱供

給・水道業 
－ － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売業・飲食

店 
－ － － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － － － －

不動産業 － － － － － － － － － － － －

サービス業 － － － － － － － － － － － －

個人 2,251,029 100.0 1,518,789 100.0 2,024,647 100.0 1,359,314 100.0 2,111,769 100.0 1,431,848 100.0

その他 － － － － － － － － － － － －

合計 2,251,029 100.0 1,518,789 100.0 2,024,647 100.0 1,359,314 100.0 2,111,769 100.0 1,431,848 100.0



ウ．職種別営業貸付金残高 

次へ 

職種別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 
（％）

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 

（％）
件数(件) 

構成
割合 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 

（％）

事務・管理職 276,686 12.2 184,790 12.2 248,284 12.2 166,170 12.2 259,944 12.2 175,049 12.2

労務 922,490 40.7 630,408 41.5 832,874 40.9 568,473 41.8 864,464 40.7 594,268 41.5

専門・技術・保守 225,384 9.9 155,477 10.2 206,317 10.1 143,567 10.5 213,616 10.1 149,300 10.4

販売 285,343 12.6 188,358 12.4 254,260 12.5 164,081 12.1 265,514 12.5 174,906 12.2

営業 228,102 10.1 163,742 10.8 201,650 9.9 146,290 10.8 212,310 10.0 154,089 10.8

歩合・セールス 49 0.0 30 0.0 40 0.0 24 0.0 41 0.0 27 0.0

経営 257,271 11.3 162,790 10.7 234,408 11.5 146,471 10.8 243,052 11.4 154,532 10.8

その他 73,381 3.2 33,194 2.2 58,721 2.9 24,237 1.8 66,658 3.1 29,676 2.1

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0



エ．男女別・年令別営業貸付金残高 

次へ 

区分別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 

（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％） 

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 

（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 

（％）

男性                         

18～19歳 1 0.0 0 0.0 － － － － － － － －

20～29歳 284,453 12.5 176,837 11.6 238,692 11.7 143,886 10.6 256,986 12.1 159,325 11.1

30～39歳 423,717 18.7 309,682 20.4 377,099 18.5 275,847 20.3 395,189 18.6 290,021 20.3

40～49歳 323,000 14.2 241,849 15.9 298,441 14.7 227,953 16.8 305,697 14.4 232,707 16.2

50～59歳 330,109 14.6 243,868 16.1 293,246 14.4 221,943 16.3 308,653 14.5 232,841 16.3

60歳以上 220,118 9.7 132,136 8.7 213,106 10.5 129,853 9.5 213,982 10.1 130,493 9.1

小計 1,581,398 69.7 1,104,373 72.7 1,420,584 69.8 999,483 73.5 1,480,507 69.7 1,045,386 73.0

女性                        

18～19歳 3 0.0 1 0.0 1 0.0 0 0.0 1 0.0 0 0.0

20～29歳 119,457 5.3 64,375 4.2 100,085 4.9 50,810 3.8 108,379 5.1 57,543 4.0

30～39歳 152,708 6.7 96,475 6.4 137,665 6.8 84,483 6.2 143,464 6.7 90,011 6.3

40～49歳 122,719 5.4 78,852 5.2 112,152 5.5 69,658 5.1 115,957 5.5 73,851 5.2

50～59歳 152,723 6.7 99,583 6.6 133,147 6.5 84,068 6.2 142,378 6.7 92,078 6.4

60歳以上 139,698 6.2 75,129 4.9 132,920 6.5 70,811 5.2 134,913 6.3 72,979 5.1

小計 687,308 30.3 414,415 27.3 615,970 30.2 359,832 26.5 645,092 30.3 386,462 27.0

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0



オ．担保別営業貸付金残高 

カ．貸付金額別営業貸付金残高 

受入担保の種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

残高（百万円） 
構成割合
（％） 

残高（百万円） 
構成割合
（％） 

残高（百万円） 
構成割合
（％） 

有価証券 － － － － － － 

  うち株式 － － － － － － 

債権 － － － － － － 

  うち預金 － － － － － － 

商品 － － － － － － 

不動産 － － － － － － 

財団 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

計 － － － － － － 

保証 － － － － － － 

無担保 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 1,431,848 100.0 

合計 1,518,789 100.0 1,359,314 100.0 1,431,848 100.0 

金額別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 
（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 

（％）
件数(件) 

構成
割合 

（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

無担保

ローン 
10万円以下 99,301 4.4 5,632 0.4 110,029 5.4 6,312 0.5 101,551 4.8 5,804 0.4

10万円超 

30万円以下 
248,450 10.9 50,891 3.3 233,758 11.5 47,956 3.5 232,028 10.9 47,577 3.3

 
30万円超 

50万円以下 
629,730 27.8 277,973 18.3 543,488 26.7 235,340 17.3 566,201 26.6 247,617 17.3

  50万円超 1,291,225 56.9 1,184,292 78.0 1,149,279 56.4 1,069,706 78.7 1,225,819 57.7 1,130,851 79.0

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0

１件当たり平均残高 

（千円） 
669 667 674 



キ．期間別営業貸付金残高 

 （注）１．リボルビング方式による貸付金は、期間によらず、リボルビングの欄に計上してあります。 

２．一件当たり平均期間は、リボルビングが含まれるため算出しておりません。 

次へ 

期間別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 
（％）

残高 
（百万円） 

構成
割合 

（％） 
件数(件) 

構成
割合 
（％）

残高 
（百万円）

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 

（％） 

残高 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

リボルビング 2,255,907 99.4 1,516,237 99.8 2,028,360 99.6 1,357,776 99.9 2,115,870 99.6 1,429,932 99.9

１年以下 9,618 0.4 1,836 0.1 5,917 0.3 1,086 0.1 7,002 0.3 1,349 0.1

１年超５年以下 3,181 0.2 716 0.1 2,277 0.1 451 0.0 2,727 0.1 567 0.0

５年超10年以下 － － － － － － － － － － － －

10年超15年以下 － － － － － － － － － － － －

15年超20年以下 － － － － － － － － － － － －

20年超25年以下 － － － － － － － － － － － －

25年超 － － － － － － － － － － － －

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0

一件当たり平均期間 －年－ヵ月 －年－ヵ月 －年－ヵ月 



ク．貸付利率別営業貸付金残高 

 （注）前中間会計期間まで「その他」に含めて表示しておりました年率18.00％は、前事業年度より「年率18.00％」と

して区分掲記しております。なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている年率18.00％は13,090件、

11,633百万円であります。 

利率別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 
（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 

（％）
件数(件) 

構成
割合 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 

（％）

無担保

ローン 

年率

29.20％ 
56,964 2.5 25,860 1.7 39,314 1.9 16,612 1.2 44,794 2.1 19,803 1.4

年率

27.375％ 
1,347,523 59.4 779,546 51.3 1,196,126 58.7 655,614 48.2 1,247,835 58.7 713,960 49.9

 
年率

25.55％ 
534,205 23.5 460,931 30.4 422,550 20.8 350,071 25.8 469,923 22.1 398,736 27.8

 
年率

23.36％ 
102,839 4.5 85,282 5.6 74,753 3.7 58,387 4.3 86,843 4.1 70,229 4.9

 
年率

21.90％ 
31,266 1.4 12,356 0.8 22,917 1.1 8,611 0.6 26,054 1.2 10,078 0.7

 
年率

21.535％ 
－ － － － 74,211 3.6 76,832 5.7 48,582 2.3 41,761 2.9

 
年率

18.25％ 
94,360 4.2 80,758 5.3 80,764 4.0 66,593 4.9 87,183 4.1 73,246 5.1

 
年率

18.00％ 
－ － － － 52,545 2.6 78,392 5.8 36,923 1.7 51,026 3.6

 
年率

17.00％ 
28,854 1.3 23,133 1.5 23,012 1.1 17,693 1.3 25,508 1.2 20,012 1.4

 
年率

10.00％ 
28,652 1.3 14,789 1.0 22,319 1.1 9,651 0.7 23,527 1.1 10,946 0.8

  その他 44,043 1.9 36,135 2.4 28,043 1.4 20,858 1.5 28,427 1.4 22,052 1.5

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0



ケ．商品別営業貸付金残高 

コ．地区別営業貸付金残高 

 （注） 各地区の都道府県区分は、「⑥ｂ．地区別営業貸付金利息」と同じ区分によっております。 

サ．１営業店舗当たり及び従業員１人当たり営業貸付金残高 

なお、中間期末営業店舗数は、前中間会計期間末524店、前事業年度末472店、当中間会計期間末361店であ

り、無人店舗は含まれておりません。 

なお、中間期末従業員数は、営業に直接携わる中間期末従業員数であり、前中間会計期間末2,736人、前事

業年度末2,515人、当中間会計期間末2,419人であります。 

商品別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 
（％）

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 

（％）
件数(件) 

構成
割合 

（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

無担保

ローン 
包括契約型 2,255,907 99.4 1,516,237 99.8 2,028,360 99.6 1,357,776 99.9 2,115,870 99.6 1,429,932 99.9

個別契約型 12,799 0.6 2,552 0.2 8,194 0.4 1,538 0.1 9,729 0.4 1,916 0.1

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0

地区別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数(件) 
構成
割合 
（％）

金額 
（百万円） 

構成
割合 
（％）

件数(件) 
構成
割合 

（％）

金額 
（百万円）

構成
割合 

（％）
件数(件) 

構成
割合 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成
割合 

（％）

無担保ロ

ーン 

北海道

地区 
138,442 6.1 90,172 5.9 121,316 6.0 77,779 5.7 127,299 6.0 83,167 5.8

 
東北地

区 
212,593 9.4 141,127 9.3 185,552 9.1 121,655 8.9 197,490 9.3 131,591 9.2

 
関東地

区 
815,246 35.9 558,125 36.7 768,139 37.7 528,363 38.9 782,613 36.8 540,305 37.7

 
中部地

区 
308,879 13.6 204,781 13.5 275,510 13.5 180,744 13.3 287,991 13.5 191,898 13.4

 
近畿地

区 
356,751 15.7 238,540 15.7 311,315 15.3 207,404 15.3 328,906 15.5 221,300 15.5

 
中国地

区 
97,574 4.3 66,172 4.4 83,843 4.1 56,818 4.2 90,625 4.3 61,847 4.3

 
四国地

区 
57,530 2.6 39,045 2.6 50,948 2.5 34,123 2.5 53,209 2.5 36,069 2.5

 
九州地

区 
281,691 12.4 180,828 11.9 239,931 11.8 152,429 11.2 257,466 12.1 165,672 11.6

合計 2,268,706 100.0 1,518,789 100.0 2,036,554 100.0 1,359,314 100.0 2,125,599 100.0 1,431,848 100.0

項目別 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

件数（件） 
金額 

（百万円） 
件数（件） 

金額 
（百万円） 

件数（件） 
金額 

（百万円） 

１営業店舗当たり営業貸

付金残高 
4,330 2,898 5,641 3,765 4,503 3,034 

従業員１人当たり営業貸

付金残高 
829 555 842 562 845 569 

 （注）１． １営業店舗当たり営業貸付金残高は、 
中間期末営業貸付金残高

により算出しております。 
中間期末営業店舗数 

２．従業員１人当たり営業貸付金残高は、 
中間期末営業貸付金残高

により算出しております。 
中間期末従業員数 



⑦ 提出会社の資金調達内訳 

 （注）１．「自己資本」は、資産の合計額より負債の合計額並びに配当金及び役員賞与金の予定額を控除し、引当金

（特別法上の引当金を含む。）の合計額を加えて算出しております。 

２．上記の中間会計期間中に行った貸付債権の譲渡はありません。 

３．平均調達金利は借入金等の残高に対するものであります。 

４．社債の調達金利はスワップ後の金利を記載しております。 

借入先等 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

残高 
（百万円） 

平均調達金利
（％） 

残高 
（百万円） 

平均調達金利
（％） 

残高 
（百万円） 

平均調達金利
（％） 

金融機関等からの借入 445,201 2.27 427,512 2.46 455,361 2.40 

その他 187,178 3.44 129,781 4.12 158,479 3.85 

  社債・ＣＰ 187,178 3.44 129,781 4.12 158,479 3.85 

合計 632,379 2.62 557,293 2.84 613,840 2.77 

自己資本 1,225,303 － 1,066,383 － 1,081,064 － 

  資本金・出資額 30,478 － 30,478 － 30,478 － 



３【対処すべき課題】 

（1）現状の認識及び対処すべき課題の取組状況等  

今後の景気動向につきましては、緩やかな回復基調は続くものの、サブプライムローン問題にゆれる米国経済動

向、原油等の価格高騰など、なお世界経済は不安材料を含んでおります。 

 消費者金融業界におきましては、本年12月に貸金業規制法が貸金業法へと名称変更され、あわせて行為規制のみ

ならず内部管理態勢の整備など、業務全般にわたる適切な運営の確保が求められることになります。また、段階的

に施行される上限金利の引き下げ、総量規制の導入等に備えて、システム対応を含めて経営・業務全般にわたる見

直しが必要となる大変厳しい局面を迎えております。 

 このような状況におきまして、当社グループは「この厳しい状況」をむしろ「チャンス」ととらえ、国民の信頼

を得ることのできる金融サービスのあり方を前向きに検討してまいります。健全な資金需要者のニーズに可能な限

り、適切にお応えしていくことが消費者金融会社の社会的使命であると認識し、厳格な債権保全を行いつつ新商品

の開発を企画し、より多くのお客様に安心してご利用いただけるように与信基準の見直しを行うとともに、現在ご

利用いただいております既存のお客様につきましても、様々な商品を取り揃えて段階的に金利の引き下げを行って

まいります。改正法を踏まえた内部管理態勢の確立に努めるとともに、50万円超の貸付決裁を行う審査部の新設、

効率的で効果的な管理業務推進のための管理室・コールセンターの統合など、組織体制の見直しも行ってまいりま

す。社内教育におきましても、改正法対応を含め充実したプログラムを策定し、全社員に対しさらに一段上のコン

プライアンス意識の向上を目指してまいります。 

  

（2）株式会社の支配に関する基本方針について  

① 基本方針の内容 

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方について、当社は、株主は市場での自由な取引を通じ

て決まるものと考えています。したがって、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断

も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

しかしながら、近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的

に大量の株券等の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。こうした大量買付の中には、その目的

等からみて企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強

要する恐れがあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件について検討し、あるいは対象会社の取締役会

が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な

条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないも

のも少なくありません。 

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある不適切な大量買付行

為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと考

えております。  



② 基本方針の実現に資する取組み 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社に投資を継続して頂くために、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を向上させるための取組みとして、次の施策を既に実施しております。これらの取組みは、上記①基本

方針の実現にも資するものと考えております。 

  

ａ．「中長期経営戦略」による企業価値の向上への取組み  

日本経済の回復基調を背景に、全般的な雇用情勢の改善、加えて個人の消費動向が活発化しているものの、

消費者金融業界におきましては、貸金業法等の改正が公布され、上限金利の引き下げや総量規制の導入など先

行き非常に厳しい環境にあると考えております。このような環境下において当社は、創業精神である真の「お

客様第一主義」・「効率経営」を承継し、全社を挙げて業績及び企業価値の向上に注力して行く所存です。 

具体的には、ファクタリング事業など新規事業の開拓による収益源の多様化を推進してまいります。また、

更なる資本の有効活用を図り、カード事業提携や通信販売など本業と相乗効果の高い個人向け金融サービス分

野でのＭ＆Ａや新規投資を積極的に検討してまいります。更に、国内外におけるＩＲ活動をより一層充実さ

せ、迅速かつ継続的なフェア・ディスクロージャー（公正な情報開示）を実施し、企業の透明性を更に高めて

まいります。 

  

ｂ．「コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化」による企業価値向上への取組み  

 当社は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上のために不可欠な仕組みとして、従来より「コーポレー

ト・ガバナンス（企業統治）の強化」を重要な課題に掲げ取組んでおります。具体的な取組みとしては、次の

ような施策を実施しております。 

ア．コーポレート・ガバナンスの充実 

 当社は、企業価値の向上に努めることを経営の基本方針とし、その実現には企業倫理の確立とコーポレー

ト・ガバナンスの充実が欠かせないと考えております。そのために、「武富士倫理憲章」を制定して、これ

を啓蒙することで企業倫理を確立し、経営の透明性、効率性、健全性を向上させ、コンプライアンスを徹底

して、迅速なディスクロージャーをなお一層強く推進しております。 

イ．コーポレート・ガバナンス体制  

 当社は監査役会設置会社を選択し、株主総会の下に取締役会と監査役会を置くとともに、社外の有識者を

招いてコンプライアンス委員会を設置しております。また、平成16年６月に執行役員制度を本格的に導入し

て業務執行機能の充実強化を図り、さらに常務会を設けて経営課題などについて十分な議論と迅速な意思決

定を行う体制を構築しております。 

 内部監査を担当する検査部は、当社全体における関連法令の遵守、個人情報の保護、その他内部管理に関

する監査を定期及び臨時に実施し、必要に応じて改善のための指導・助言を行った上で、当該監査結果を取

締役及び監査役に報告しております。 

  

ｃ．当社は、中長期経営戦略を中心に据えて上記諸施策を実施してまいりましたが、今後も引き続きこれらの諸

施策を中長期的な視座に立ち確実に実施していくことにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に努めてまいります。 

  

 ③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

 当社は、上記①基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みの一環として、平成18年10月25日の取締役会において、「当社株券等の大量買付行為に関

する対応策（以下、本プランといいます。）」を決議し、平成19年６月28日開催の第40回定時株主総会に提出、

承認されました。 

  

ａ．本プランの概要 

 ア．本プランの発動に係る手続の設定 

 本プランは、まず、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株券等

に対する買付等が行われる場合に、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者等」といいます。）に対

し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集・検討等を行う

期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っ

ていくための手続を定めております。 



イ．新株予約権の無償割当てと独立委員会の利用  

 買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当社

の企業価値・株主共同の利益を毀損させるおそれがあると認められる場合（その詳細については下記ｂ.

「本新株予約権の無償割当ての要件」をご参照下さい。）には、当社は、当該買付者等による権利行使は認

められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨

の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対し

て新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。 

 なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判

断を排するため、独立委員会規程に従い、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役又は(iii)社外の有識者

（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）

で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）の判断

を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。本プ

ランの導入当初における独立委員会の委員には、社外の有識者により構成される当社コンプライアンス委員

会の委員である、淺岡省吾氏、北島敬介氏、及び正田文男氏が、それぞれ就任しました。 

ウ．本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得  

 仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様による

本新株予約権の行使により、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に

対して当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50％まで希釈

化される可能性があります。 

  

ｂ．本新株予約権の無償割当ての要件 

 当社は、買付者等による買付等が下記のいずれかに該当する場合、当社取締役会の決議により、本新株予約

権の無償割当てを実施することを予定しております。なお、下記の要件に該当するかどうかについては、必ず

独立委員会の判断を経ることになります。 

ア．本プランの手続に定める情報提供及び独立委員会検討期間の確保その他本プランに定める手続を遵守しな

い買付等である場合 

イ．下記に掲げる行為その他これに類似する行為により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 

ⅰ 株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行為 

ⅱ 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に買付者等

の利益を実現する経営を行うような行為 

ⅲ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処分利

益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り

抜ける行為 

ウ．強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を株主に対して

不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株

式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

エ．当社に、当該買付等に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われる買付

等である場合 

オ．当社株主に対して、本必要情報その他買付等の内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に

提供することなく行われる買付等である場合 

カ．買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客その

他の当社に係る利害関係者の処遇方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み著しく不十分又は不適

当な買付等である場合 

キ．当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社のブランドや株主の皆様、お客様、地域社会又は従業員

などのステークホルダーとの信頼関係を破壊し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する重大な

おそれをもたらす買付等である場合 

  

ｃ．本プランの有効期間 

 本プランの有効期間は、第40回定時株主総会の終結の時から平成22年６月開催予定の定時株主総会の終結の

時までとします。 

  



ｄ．本プランの廃止及び修正・変更等 

 本プランの導入後、有効期間の満了前であっても、「当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議

が行われた場合」、又は「当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合」には、本プランはその時点で廃止されるものとします。従って、本プランは、株

主の皆様のご意向に従ってこれを廃止させることが可能です。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中

であっても、本プラン導入の承認に係る定時株主総会決議の趣旨に反しない範囲で、独立委員会の承認を得た

上で、本プランを修正・変更する場合があります。 

 当社は、本プランが廃止又は修正・変更された場合には、当該廃止又は修正・変更の事実及び（修正・変更

の場合には）修正・変更内容その他当社取締役会又は独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情

報開示を行います。 

  

④ 本プランの高度な合理性及び本プランが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由  

ａ．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事

前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しております。 

 ｂ．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判

断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために

買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向

上させるという目的をもって導入されております。 

 ｃ．株主意思を重視するものであること 

当社は、取締役会において、本プランの導入を決議し、定時株主総会に提出、承認されましたが、上記③

ｃ．「本プランの有効期間」及びｄ．「本プランの廃止及び修正・変更等」に記載したとおり、本プランの有

効期間は平成22年６月開催予定の定時株主総会の終結の時までと限定されており、かつその有効期間の満了前

であっても、当社株主総会において、本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、当該決議に従うよ

う速やかに変更又は廃止されることになり、その意味で、本プランの消長及び内容は、当社株主の合理的意思

に依拠したものとなっております。 

また、当社取締役は当社の定款におきまして、その任期は１年と定められております。従いまして、当社

は、毎年の当社定時株主総会における取締役の選任議案に関する議決権の行使を通じましても、本プランに関

する株主の皆様のご意向を反映させることが可能となっております。 

ｄ．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発

動等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しました。 

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、

又は(iii)社外の有識者のいずれかに該当する委員３名以上により構成されます。 

当社株券等に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規程に従い、当該買付等が当社

の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊

重して会社法上の機関としての決議を行うこととします。 

このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの発動等の運用を行うことのないよ

う、厳しく監視するとともに、同委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされてお

り、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されており

ます。 

ｅ．合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、上記③ｂ．「本新株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、予め定められた合理的

かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な

発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

ｆ．第三者専門家の意見の取得 

買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザ

ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができることとさ

れております。これにより、独立委員会による判断の公正性・客観性がより強く担保される仕組みとなってお

ります。 



ｇ．当社取締役の任期は１年であること 

当社の取締役の任期は１年です。従って、毎年の取締役の選任を通じても、本プランにつき、株主の皆様の

ご意向を反映させることが可能となります。 

 ｈ．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 上記③ｄ．「本プランの廃止及び修正・変更等」にて記載したとおり、本プランは、当社の株主総会で選任

された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株券等を大量に買

い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止

することが可能です。 

従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を

阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等についての重要な変更

は、次のとおりであります。 

① 拡充  

消費者金融業において、提出会社のシステム関連投資予定額を貸金業法施行に伴い、当初の2,153百万円か

ら3,574百万円に変更しております。 

② 除却  

消費者金融業において、提出会社の閉鎖営業店舗増加に伴い、除却予定額を当初の440百万円から814百万

円に変更しております。 

（2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、完了

したものはありません。 

（3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 430,000,000 

計 430,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月27日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 147,295,200 147,295,200 

東京証券取引所 

（市場第１部） 

ロンドン証券取引所 

－ 

計 147,295,200 147,295,200 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日 

～ 

平成19年９月30日 

－ 147,295,200 － 30,478 － 52,263 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式6,589千株を保有しておりますが、上記「大株主の状況」から除いております。 

 ２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、3,723千

株であります。 

３．「所有株式数」の千株未満は四捨五入して記載しております。 

４．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は小数点第３位を四捨五入して記載しております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大央 東京都杉並区高井戸西２－11－20 7,746 5.26 

丸武産業有限会社 東京都新宿区西新宿８－５－５ 7,459 5.06 

武井 健晃 東京都杉並区 6,941 4.71 

メロンバンクエヌエートリ

ーティークライアントオム

ニバス 

（常任代理人 ㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,  

PENNSYLVANIA U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

5,364 3.64 

武井 博子 東京都杉並区 4,927 3.35 

武井 俊樹 中華人民共和国香港特別行政区 4,866 3.30 

ノーザントラストカンパニ

ー（エイブイエフシー）サ

ブアカウントアメリカンク

ライアント 

（常任代理人 香港上海銀

行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

4,072 2.76 

ザバンクオブニューヨーク

トリーティージャスデック

アカウント 

（常任代理人 ㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行） 

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040  

BRUSSELS, BELGIUM 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

3,726 2.53 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 3,723 2.53 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 3,288 2.23 

計 － 52,113 35.38 



５．マッケンジー ファイナンシャル コーポレーション及びその共同保有者から、平成19年１月12日付の大量保

有報告書（変更報告書№２）の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記「大株主」には含めておりません。  

６．ブランデス インベストメント パートナーズ エル ピーから、平成19年10月19日付の大量保有報告書（変更

報告書№４）の写しの送付があり、同日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主」に

は含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有
割合（％） 

マッケンジーファイナンシャ

ルコーポレーション 

150 BLOOR STREET WEST, SUITE 

810, TORONTO, ONTARIO,  

CANADA M5S 3B5 

株式 4,001,160 2.72 

マッケンジーキャンディルイ

ンベストメントマネジメント

リミテッド 

2200-1055 WEST HASTINGS  

STREET, VANCOUVER, BRITISH  

COLUMBIA, CANADA V6E 2E9 

株式 5,176,830 3.51 

マッケンジーキャンディルイ

ンベストメントマネジメント

（バミューダ）リミテッド 

22 VICTORIA STREET, P.O.BOX  

1179, HAMILTON, HM EX,  

BERMUDA 

株式 1,117,140 0.76 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有
割合（％） 

ブランデスインベストメント

パートナーズエルピー 

11988 EL CAMINO REAL, SUITE 

500, SAN DIEGO, CA 92130,  

U.S.A. 

株式 15,893,078 10.79 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,460株が含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数246個は含まれておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,589,220 － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

140,705,040 
14,070,258 － 

単元未満株式 普通株式 940 － 
１単元（10株）未満

の株式 

発行済株式総数 147,295,200 － － 

総株主の議決権 － 14,070,258 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社武富士 
東京都新宿区西新宿

八丁目15番１号 
6,589,220 － 6,589,220 4.47 

計 － 6,589,220 － 6,589,220 4.47 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,830 4,950 4,700 4,200 3,880 3,170 

最低（円） 3,970 4,010 4,060 3,610 3,040 1,833 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する命令」（平成11年

総理府・大蔵省令第32号）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）及び「特定金融会社等の会計の整理に関する命令」（平成11年総理

府・大蔵省令第32号）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては公認会計士松本善一氏及びみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監

査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間連結会計期間及び前中間会計期間  公認会計士松本善一氏及びみすず監査法人 

 当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     68,695 57,028   68,110 

２．営業貸付金 
※

1.2.7 
  1,518,789 1,359,314   1,431,848 

３．割賦売掛金     577 595   582 

４．有価証券     6 －   － 

５．たな卸資産     330 252   282 

６．未収営業貸付金利
息 

    13,395 12,362   12,918 

７．短期貸付金     29,998 47,502   27,986 

８．繰延税金資産     26,334 30,213   20,604 

９．その他     19,748 16,185   35,966 

貸倒引当金     -162,719 -160,079   -151,262 

流動資産合計     1,515,153 86.3 1,363,373 91.4   1,447,034 91.4

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※５        

(1）建物及び構築物 ※１ 8,886   7,714 8,197  

(2）土地 ※１ 35,093   34,937 35,084  

(3）その他   5,543 49,522 5,349 48,000 4,960 48,242 

２．無形固定資産     5,444 4,772   5,036 

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   27,289   21,879 26,577  

(2）長期預託金   42,830   46,556 46,556  

(3）繰延税金資産   106,836   － －  

(4）その他   8,514 185,468 7,115 75,551 9,726 82,859 

固定資産合計     240,434 13.7 128,322 8.6   136,137 8.6

資産合計     1,755,587 100.0 1,491,696 100.0   1,583,172 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．一年内償還予定社
債 

    30,000 －   － 

２．一年内返済予定長
期借入金 

※１   107,451 109,227   110,569 

３．未払法人税等     27,728 4,455   608 

４．賞与引当金     787 857   749 

５．役員賞与引当金     22 －   － 

６．その他     17,091 18,257   20,346 

流動負債合計     183,079 10.4 132,796 8.9   132,272 8.4

Ⅱ 固定負債          

１．社債     157,178 129,781   158,479 

２．長期借入金 ※１   321,750 295,401   328,791 

３．繰延税金負債     146 2,991   4,937 

４．利息返還損失引当
金 

    269,562 451,434   488,798 

５．退職給付引当金     3,064 3,166   3,098 

６．役員退職慰労引当
金 

    103 118   117 

７．その他     10,970 7,655   8,964 

固定負債合計     762,772 43.5 890,546 59.7   993,185 62.7

負債合計     945,851 53.9 1,023,342 68.6   1,125,457 71.1

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     30,478 1.7 30,478 2.0   30,478 1.9

２．資本剰余金     52,263 3.0 52,263 3.5   52,263 3.3

３．利益剰余金     761,334 43.3 421,671 28.3   408,107 25.8

４．自己株式     -40,776 -2.3 -40,776 -2.7   -40,776 -2.6

株主資本合計     803,299 45.7 463,636 31.1   450,071 28.4

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    6,806 0.4 4,598 0.3   6,657 0.4

２．繰延ヘッジ損益     -419 -0.0 -52 -0.0   861 0.1

３．為替換算調整勘定     50 0.0 172 0.0   125 0.0

評価・換算差額等合
計 

    6,437 0.4 4,718 0.3   7,643 0.5

純資産合計     809,736 46.1 468,354 31.4   457,714 28.9

負債純資産合計     1,755,587 100.0 1,491,696 100.0   1,583,172 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益          

１．営業貸付金利息     164,877 139,891   318,491 

２．総合斡旋収益     42 36   86 

３．その他の金融収益     1,625 1,627   3,249 

４．その他の営業収益     4,026 2,681   7,095 

営業収益合計     170,570 100.0 144,235 100.0   328,920 100.0 

Ⅱ 営業費用          

１．金融費用          

(1) 支払利息   4,690   5,245 9,997  

(2) 社債利息   5,048   4,430 9,902  

(3) その他   627 10,365 790 10,466 1,397 21,297 

２．その他の営業費用          

(1) 広告宣伝費   5,777   2,636 9,826  

(2) 貸倒引当金繰入
額 

  56,661   41,394 113,642  

(3) 利息返還損失引
当金繰入額 

  －   37,933 290,449  

(4) 給料賞与   7,731   7,285 15,885  

(5) 賞与引当金繰入
額 

  787   857 749  

(6) 役員賞与引当金
繰入額 

  22   － －  

(7) 退職給付費用   211   258 422  

(8) 役員退職慰労引
当金繰入額 

  15   16 29  

(9) 人材派遣費   699   685 1,386  

(10) 賃借料   3,556   3,178 6,996  

(11) 減価償却費   1,708   1,618 3,457  

(12) 支払手数料   5,212   5,465 10,830  

(13) その他   10,918 93,299 6,567 107,893 18,985 472,654 

営業費用合計     103,664 60.8 118,359 82.1   493,951 150.2

営業利益     66,906 39.2 25,876 17.9   － －

営業損失     － － － －   165,030 -50.2

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 営業外収益          

１．受取配当金   203   641 1,204  

２．投資利益   91   305 548  

３．為替差益   100   － 158  

４．還付加算金   －   328 －  

５．雑収入   109 503 0.3 71 1,345 0.9 247 2,157 0.7

Ⅳ 営業外費用          

１．固定資産除売却損   30   29 32  

２．為替差損   －   482 －  

３．支払オプション料   316   738 841  

４．雑損失   2 348 0.2 10 1,260 0.8 17 890 0.3

経常利益     67,061 39.3 25,962 18.0   － －

経常損失      － － － －   163,764 -49.8

Ⅴ 特別利益          

１．投資有価証券売却
益 

  －   144 －   

２．固定資産売却益 ※２  － － － － 144 0.1 40 40 0.0

Ⅵ 特別損失          

１．投資有価証券評価
損 

  99   225 140  

２．減損損失 ※３ －   303 160  

３．利息返還損失引当
金繰入額 

  272,038   － 272,038  

４．店舗閉鎖損 ※３  －   563 708  

５．その他   － 272,137 159.5 9 1,100 0.8 4 273,049 83.0

税金等調整前中間
純利益 

    － － 25,006 17.3   － －

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    205,075 -120.2 － －   436,773 -132.8

法人税、住民税及
び事業税 

  33,423   4,825 22,163   

法人税等調整額   -94,271 -60,847 -35.6 -9,564 -4,739 -3.3 22,338 44,501 13.5

中間純利益     － － 29,745 20.6   － －

中間（当期）純損
失 

    144,228 -84.6 － －   481,274 -146.3

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益 

為替換算 
調整勘定 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 921,787 -40,776 963,753 9,767 － 107 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）   -16,181 -16,181    

役員賞与（注）   -45 -45    

中間純損失   -144,228 -144,228    

自己株式の取得   -0 -0    

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

  -2,961 -419 -57 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － -160,454 -0 -160,454 -2,961 -419 -57 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 761,334 -40,776 803,299 6,806 -419 50 

  

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益 

為替換算 
調整勘定 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 408,107 -40,776 450,071 6,657 861 125

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当     -16,181 -16,181    

中間純利益     29,745 29,745    

自己株式の取得     -0 -0    

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    -2,059 -913 47

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 13,564 -0 13,564 -2,059 -913 47

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 421,671 -40,776 463,636 4,598 -52 172



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益 

為替換算 
調整勘定 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 921,787 -40,776 963,753 9,767 － 107

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   -16,181 -16,181    

役員賞与（注）   -45 -45    

剰余金の中間配当   -16,181 -16,181    

当期純損失    -481,274 -481,274    

自己株式の取得   -0 -0    

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

  -3,110 861 18

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － -513,681 -0 -513,681 -3,110 861 18

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 408,107 -40,776 450,071 6,657 861 125



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間純
利益 

  － 25,006 － 

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  -205,075 － -436,773 

減価償却費   1,708 1,618 3,457 

減損損失   － 303 160 

投資損益   -17 -133 -226 

退職給付引当金増減
額 

  4 68 38 

役員退職慰労引当金
増減額 

  -1 1 12 

貸倒引当金増減額   12,289 8,817 832 

利息返還損失引当金
増減額 

  247,062 -37,364 466,298 

貸倒償却額   31,841 32,577 100,279 

利息返還額 
（元本毀損分） 

  15,328 29,804 44,669 

営業外受取利息及び
配当金計上額 

  -203 -641 -1,204 

店舗閉鎖損   － 563 708 

有形固定資産除売却
損 

  30 29 35 

投資有価証券売却益   － -144 － 

投資有価証券評価損   99 225 140 

未収営業貸付利息増
減額 

  -1,090 556 -613 

営業貸付金貸付額   -291,961 -202,248 -547,751 

営業貸付金回収額   266,076 212,427 511,083 

長期預託金増減額   -11,772 － -15,499 

その他   4,717 6,078 -8,135 

小計   69,034 77,542 117,510 

営業外利息及び配当
金の受取額 

  203 641 1,204 

法人税等の支払額   -33,235 -1,115 -49,163 

法人税等の還付額   894 11,589 905 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  36,896 88,657 70,455 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

有形固定資産の取得
による支出 

  -574 -335 -1,090 

無形固定資産の取得
による支出 

  -474 -542 -911 

有価証券の売却・償
還による収入 

  － － 4 

投資有価証券の取得
による支出 

  -315 -4 -315 

投資有価証券の売
却・償還による収入 

  321 1,311 795 

出資金の取得による
支出 

  -43 － -105 

出資金の回収による
収入 

  20 24 34 

その他   11 720 342 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -1,054 1,175 -1,248 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

長期借入れによる収
入 

  71,300 18,500 131,500 

長期借入金の返済に
よる支出 

  -61,388 -53,233 -111,429 

社債の償還による支
出 

  -38,000 -30,000 -68,000 

自己株式の取得・売
却による純増減額 

  -0 -0 -0 

配当金の支払額   -16,181 -16,181 -32,362 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  -44,270 -80,914 -80,291 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  100 -484 157 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  -8,328 8,434 -10,926 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  107,022 96,096 107,022 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 98,694 104,530 96,096 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

共立エステート㈱、TWJ VC  

CO.,LTD.、㈱武富士キャピト

ル、㈱テイクワン、TSR  

CO.,LTD.、G.H INVESTMENT  

CO.,LTD、㈱テーダブルジェー、

TWJ EURO CO.,LTD.、㈱ティデー

エス 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

共立エステート㈱、TWJ VC  

CO.,LTD.、㈱武富士キャピト

ル、㈱テイクワン、TSR  

CO.,LTD.、G.H INVESTMENT  

CO.,LTD、㈱テーダブルジェー、

TWJ EURO CO.,LTD.、㈱ティデー

エス 

（追加情報）  

開示対象特別目的会社の概要及

び開示対象特別目的会社を利用

した取引の概要等については、

「開示対象特別目的会社関係」

として記載しております。 

なお、当中間連結会計期間よ

り、「一定の特別目的会社に係

る開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第15号 平

成19年３月29日）を適用してお

ります。 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

共立エステート㈱、TWJ VC  

CO.,LTD.、㈱武富士キャピト

ル、㈱テイクワン、TSR  

CO.,LTD.、G.H INVESTMENT  

CO.,LTD、㈱テーダブルジェー、

TWJ EURO CO.,LTD.、㈱ティデー

エス  

  

  

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、㈱テーダブ

ルジェーの中間決算日は８月31

日、㈱テイクワンの中間決算日

は７月31日、TSR CO.,LTD.及び

G.H INVESTMENT CO.,LTD.の中間

決算日は６月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の財務諸

表を使用しておりますが、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

連結子会社のうち、㈱テーダブ

ルジェーの決算日は２月28日、

㈱テイクワンの決算日は１月31

日、TSR CO.,LTD.及び

G.H INVESTMENT CO.,LTD.の決算

日は12月31日であります。  

連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を

使用しておりますが、連結決算

日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行

っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…中間連

結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…連結決

算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの…移動平

均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

最終仕入原価法による原価

法によっております。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によってお

ります。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）

については定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物10年～50年 

器具及び備品 ４年～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によってお

ります。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）

については定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。  

建物及び構築物10年～50年 

器具及び備品 ４年～15年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間

純利益が９百万円、中間純

利益が５百万円それぞれ減

少しております。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。 

これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間

純利益が41百万円、中間純

利益が25百万円それぞれ減

少しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によってお

ります。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）

については定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。  

建物及び構築物10年～50年 

器具及び備品 ４年～15年  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 無形固定資産 

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権（延

滞日数30日以内の債権）に

ついては貸倒実績率によ

り、延滞債権等特定の債権

については、信用リスクの

ランクごとに区分して、過

去の一定の算定期間におけ

る貸倒実績等により回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権（延

滞日数30日以内の債権）に

ついては貸倒実績率によ

り、延滞債権等特定の債権

については、信用リスクの

ランクごとに区分して、過

去の一定の算定期間におけ

る貸倒実績等により回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権（延

滞日数30日以内の債権）に

ついては貸倒実績率によ

り、延滞債権等特定の債権

については、信用リスクの

ランクごとに区分して、過

去の一定の算定期間におけ

る貸倒実績等により回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間より、

日本公認会計士協会業種別

委員会報告第37号「消費者

金融会社等の利息返還請求

による損失に係る引当金の

計上に関する監査上の取扱

い」に従って、貸付金に充

当される利息返還損失見込

額部分につきましては利息

返還損失引当金として計上

しております。 

この変更に伴い、期首時点

の貸倒引当金のうち利息返

還損失見込額部分12,531百

万円を利息返還損失引当金

に振替えております。 

（追加情報） 

従来、貸倒引当金は利息返

還損失引当金の対象債権も

含めた金額を算定した上で

当該債権に係る利息返還損

失引当金相当額を控除して

おりましたが、貸倒実績に

占める利息返還損失のデー

タが蓄積されたことによ

り、当該他の債権に係る貸

倒実績と区別して把握する

ことが可能になりました。

このため、当中間連結会計

期間より利息返還損失引当

金の対象債権を除いた債権

に係る貸倒実績により貸倒

引当金を算定しておりま

す。 

この結果、従来の会計処理

に比べ、営業費用の貸倒引

当金繰入額が14,951百万円

減少し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純

利益が14,951百万円、中間

純利益が8,896百万円それぞ

れ増加しております。 

（追加情報）  

当連結会計年度より、日本

公認会計士協会業種別委員

会報告第37号「消費者金融

会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上

に関する監査上の取扱い」

に従って、貸付金に充当さ

れる利息返還損失見込額部

分につきましては利息返還

損失引当金として計上して

おります。 

この変更に伴い、期首時点

の貸倒引当金のうち利息返

還損失見込額部分12,531百

万円を利息返還損失引当金

に振替えております。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超

過する貸付金利息部分の顧

客からの返還請求に備える

ため、当中間連結会計期間

末における将来の返還請求

発生見込額を計上しており

ます。 

② 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超

過する貸付金利息部分の顧

客からの返還請求に備える

ため、当中間連結会計期間

末における将来の返還請求

発生見込額を計上しており

ます。 

② 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超

過する貸付金利息部分の顧

客からの返還請求に備える

ため、当連結会計年度末に

おける将来の返還請求発生

見込額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間より、

日本公認会計士協会業種別

委員会報告第37号「消費者

金融会社等の利息返還請求

による損失に係る引当金の

計上に関する監査上の取扱

い」に従って利息返還損失

引当金を計上しておりま

す。 

この変更に伴い、期首時点

における当該業種別委員会

報告に基づく引当金計上額

307,069百万円と従来の見積

方法に基づく引当金計上額

35,031百万円（貸倒引当金

期首振替額12,531百万円を

含む）との差額272,038百万

円を利息返還損失引当金繰

入額として特別損失に計上

しております。 

この結果、従来の会計処理

に比べ、営業費用の貸倒引

当金繰入額が22,644百万円

減少、利息返還損失引当金

繰入額が42,778百万円減少

し、営業利益及び経常利益

がそれぞれ65,423百万円増

加、税金等調整前中間純損

失が206,615百万円増加して

おります。 

  

  

（追加情報）  

当連結会計年度より、日本

公認会計士協会業種別委員

会報告第37号「消費者金融

会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上

に関する監査上の取扱い」

に従って利息返還損失引当

金を計上しております。 

この変更に伴い、期首時点

における当該業種別委員会

報告に基づく引当金計上額

307,069百万円と従来の見積

方法に基づく引当金計上額

35,031百万円（貸倒引当金

期首振替額12,531百万円を

含む）との差額272,038百万

円を利息返還損失引当金繰

入額として特別損失に計上

するとともに、営業費用に

290,449百万円計上しており

ます。  

この結果、従来の会計処理

に比べ、営業費用の貸倒引

当金繰入額が51,026百万円

減少、利息返還損失引当金

繰入額が162,098百万円増加

し、営業損失及び経常損失

が111,072百万円、税金等調

整前当期純損失が383,110百

万円、当期純損失が390,817

百万円それぞれ増加してお

ります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

③ 賞与引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

同左 

④ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度におけ

る支給見込額の当中間連結

会計期間負担額を計上して

おります。 

④  ―――――― 

  

④  ―――――― 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用

しております。 

この結果、従来の会計処理

に比べ、営業利益及び経常

利益がそれぞれ22百万円減

少し、税金等調整前中間純

損失が同額増加しておりま

す。 

  

  

  

  

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、全額

翌連結会計年度に費用処理

することとしております。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、全額

翌連結会計年度に費用処理

することとしております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を

計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

社債及び借入金の支払利息に

係る金利変動リスク及び為替

変動リスクのヘッジを目的に

金利スワップ取引及び通貨・

金利スワップ取引を行ってお

り、繰延ヘッジ処理を適用し

ております。なお、通貨・金

利スワップ取引については、

全て金利スワップの特例処理

及び振当処理を適用しており

ます。 

ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場

変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変

動額の比率によって有効性を

評価しております。ただし、

特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価

を省略しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 営業貸付金利息の計上基準 

営業貸付金利息は発生基準

により計上しております。 

なお、営業貸付金に係る未

収利息については、利息制

限法の上限利率と約定利率

とのいずれか低い方により

計上しております。 

① 営業貸付金利息の計上基準 

同左 

① 営業貸付金利息の計上基準 

同左 

② 消費税等の会計処理 

提出会社及び国内連結子会

社１社は税込方式、国内連

結子会社４社は税抜方式に

よっております。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（金融商品に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 平成18年８月11日）及び

「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第19号 

平成18年８月11日）を適用しており

ます。これにより、従来、繰延資産

として計上しておりました社債発行

差金を社債から直接控除しており、

その金額は71,389百万円でありま

す。 

 ―――――― 

  

（金融商品に関する会計基準）  

当連結会計年度より、「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第

10号 平成18年８月11日）及び「繰

延資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第19号 平成

18年８月11日）を適用しておりま

す。これにより、従来、繰延資産と

して計上しておりました社債発行差

金を社債から直接控除しており、そ

の金額は70,088百万円であります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は

810,155百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

 ―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は456,854百

万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

―――――― （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間まで営業外収益の「雑収入」に含め

て表示しておりました還付加算金は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より

「還付加算金」として区分掲記しております。なお、前

中間連結会計期間の営業外収益の「雑収入」に含まれて

いる還付加算金は４百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

※１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

※１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

※１．担保に供している資産とこれ

に対応する債務は次のとおり

であります。 

担保提供資産   

営業貸付金 355,670百万円

建物及び構

築物 
3,394 

土地 12,688 

計 371,751 

対応する債務   

一年内返済

予定長期借

入金 

45,190百万円

長期借入金 208,084 

計 253,273 

担保提供資産  

営業貸付金 591,884百万円

建物及び構

築物 
0 

土地 878 

計 592,763 

対応する債務   

一年内返済

予定長期借

入金 

60,185百万円

長期借入金 201,512 

計 261,698 

担保提供資産   

営業貸付金 453,172百万円

建物及び構

築物 
3,279 

土地 12,688 

計 469,138 

対応する債務   

一年内返済

予定長期借

入金 

55,402百万円

長期借入金 231,529 

計 286,931 

上記金額は、営業貸付金の信

託を利用した流動化に係るも

の（営業貸付金355,670百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）248,873百万円）

を含んでおります。 

なお、上記のほか、要求があ

れば営業貸付金7,480百万円を

長期借入金（一年内返済予定

を含む）4,500百万円の担保と

して提供する契約をしており

ます。 

上記金額は、営業貸付金の信

託を利用した流動化に係るも

の（営業貸付金591,884百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）259,698百万円）

を含んでおります。 

  

上記金額は、信託を利用した

営業貸付金の流動化に係るも

の（営業貸付金453,172百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）284,231百万円）

を含んでおります。 

なお、上記のほか、要求があ

れば営業貸付金2,531百万円を

長期借入金（一年内返済予定

を含む）2,300百万円の担保と

して提供する契約をしており

ます。 

※２．営業貸付金1,518,789百万円は

すべて個人向け無担保貸付金

であります。 

※２．営業貸付金1,359,314百万円は

すべて個人向け無担保貸付金

であります。 

※２．営業貸付金1,431,848百万円は

すべて個人向け無担保貸付金

であります。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

 ３．営業貸付金については、貸出

契約の際に設定した額（契約

限度額）のうち、当社が与信

した額（利用限度額）の範囲

内で顧客が随時借入を行うこ

とができる契約となっており

ます。同契約に係る利用限度

額の融資未実行残高は396,215

百万円であります。このうち

には、当中間連結会計期間末

に残高のない顧客に対するも

のが239,074百万円含まれてお

ります。この利用限度額につ

いては顧客の信用度合いによ

り当社が任意に増減すること

ができるものであり、融資未

実行残高そのものが必ずしも

当社の将来のキャッシュ・フ

ローに重要な影響を与えるも

のではありません。 

 ３．営業貸付金については、貸出

契約の際に設定した額（契約

限度額）のうち、当社が与信

した額（利用限度額）の範囲

内で顧客が随時借入を行うこ

とができる契約となっており

ます。同契約に係る利用限度

額の融資未実行残高は379,272

百万円であります。このうち

には、当中間連結会計期間末

に残高のない顧客に対するも

のが226,133百万円含まれてお

ります。この利用限度額につ

いては顧客の信用度合いによ

り当社が任意に増減すること

ができるものであり、融資未

実行残高そのものが必ずしも

当社の将来のキャッシュ・フ

ローに重要な影響を与えるも

のではありません。 

 ３．営業貸付金については、貸出契

約の際に設定した額（契約限

度額）のうち、当社が与信し

た額（利用限度額）の範囲内

で顧客が随時借入を行うこと

ができる契約となっておりま

す。同契約に係る利用限度額

の融資未実行残高は411,392百

万円であります。このうちに

は、当連結会計年度末に残高

のない顧客に対するものが

241,388百万円含まれておりま

す。この利用限度額について

は顧客の信用度合いにより当

社が任意に増減することがで

きるものであり、融資未実行

残高そのものが必ずしも当社

の将来のキャッシュ・フロー

に重要な影響を与えるもので

はありません。 

 ４．長期借入枠コミットメントに

よる資金調達を行っておりま

す。この契約による資金調達

枠は3,500百万米ドル相当円貨

額であり、当中間連結会計期

間末の資金調達実行残高は

2,098百万米ドル相当円貨額、

未実行資金調達枠残高は1,402

百万米ドル相当円貨額であり

ます。 

 ４．長期借入枠コミットメントに

よる資金調達を行っておりま

す。この契約による資金調達

枠は3,500百万米ドル相当円貨

額であり、当中間連結会計期

間末の資金調達実行残高は

2,218百万米ドル相当円貨額、

未実行資金調達枠残高は  

1,282百万米ドル相当円貨額で

あります。 

 ４．長期借入枠コミットメントによ

る資金調達を行っておりま

す。この契約による資金調達

枠は3,500百万米ドル相当円貨

額であり、当連結会計年度末

の資金調達実行残高は2,414百

万米ドル相当円貨額、未実行

資金調達枠残高は1,086百万米

ドル相当円貨額であります。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額36,830百万円が控除されて

おります。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額35,956百万円が控除されて

おります。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額36,784百万円が控除されて

おります。 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務  ６．偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

第二回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円

第四回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円

第八回20年物

無担保普通社

債 

30,000百万円

第四回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

※７．不良債権の状況 ※７．不良債権の状況 ※７．不良債権の状況 

破綻先債権 1,011百万円 破綻先債権 1,006百万円 破綻先債権 862百万円

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

延滞債権 84,393百万円 延滞債権 105,060百万円 延滞債権 79,846百万円

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

３か月以上

延滞債権 
38,572百万円

３か月以上

延滞債権 
40,243百万円

３か月以上

延滞債権 
35,120百万円

元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

貸出条件

緩和債権 
99,231百万円※

貸出条件

緩和債権 
101,812百万円※

貸出条件

緩和債権 
99,245百万円※

債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

※なお、99,231百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが92,403百万円含

まれております。 

※なお、101,812百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが94,745百万円含

まれております。 

※なお、99,245百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが92,857百万円含

まれております。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

 ８．財務制限条項 

借入金のうち47,114百万円及

び社債のうち58,567百万円に

は、財務制限条項がついてお

り、下記の条項に抵触した場

合、借入金は該当する借入先

に対し借入金を一括返済、社

債は一括償還することになっ

ております。（複数ある場合

は、条件の厳しい方を記載し

ております。） 

 ８．財務制限条項 

借入金のうち45,210百万円及

び社債のうち58,567百万円に

は、財務制限条項がついてお

り、下記の条項に抵触した場

合、借入金は該当する借入先

に対し借入金を一括返済、社

債は一括償還することになっ

ております。（複数ある場合

は、条件の厳しい方を記載し

ております。） 

 ８．財務制限条項 

借入金のうち47,114百万円及

び社債のうち58,567百万円に

は、財務制限条項がついてお

り、下記の条項に抵触した場

合、借入金は該当する借入先

に対し借入金を一括返済、社

債は一括償還することになっ

ております。（複数ある場合

は、条件の厳しい方を記載し

ております。） 

１．自己資本が250,000百万円

を下回った場合 

１．自己資本が250,000百万円

を下回った場合 

１．自己資本が250,000百万円

を下回った場合 

２．自己資本比率が10％を下

回った場合 

２．自己資本比率が10％を下

回った場合 

２．自己資本比率が10％を下

回った場合 

３．特別な損益項目控除前で

税金等調整前当期純利益

が支払利息を下回った場

合 

３．税金等調整前当期純利益

と金融費用の合計額を金

融費用で除した数値が１

を下回った場合 

３．税金等調整前当期純利益

と金融費用の合計額を金

融費用で除した数値が１

を下回った場合 

４．総資産に対する営業貸付

金と現金等価資産の合計

額の比率が40％を下回っ

た場合 

４．総資産に対する営業貸付

金と現金等価資産の合計

額の比率が40％を下回っ

た場合 

４．総資産に対する営業貸付

金と現金等価資産の合計

額の比率が40％を下回っ

た場合 

５．貸倒償却率が20％以上と

なった場合 

５．貸倒償却率が20％以上と

なった場合 

５．貸倒償却率が20％以上と

なった場合 

６．総資産に対する不動産・

有価証券の比率が40％を

上回った場合 

６．総資産に対する不動産・

有価証券の比率が40％を

上回った場合 

６．総資産に対する不動産・

有価証券の比率が40％を

上回った場合 

７．不動産担保借入金を除く

担保付借入金残高が流動

資産の80％を上回った場

合 

７．不動産担保借入金を除く

担保付借入金残高が流動

資産の80％を上回った場

合 

７．不動産担保借入金を除く

担保付借入金残高が流動

資産の80％を上回った場

合 

８．第三者対抗要件を具備し

た担保権の付された営業

貸付金を担保とする借入

金総額が自己資本を上回

った場合 

８．第三者対抗要件を具備し

た担保権の付された営業

貸付金を担保とする借入

金総額が自己資本を上回

った場合 

８．第三者対抗要件を具備し

た担保権の付された営業

貸付金を担保とする借入

金総額が自己資本を上回

った場合 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．金融収益及び金融費用の中間

連結損益計算書上の表示区分

の基準は次のとおりでありま

す。 

 １．金融収益及び金融費用の中間

連結損益計算書上の表示区分

の基準は次のとおりでありま

す。 

 １．金融収益及び金融費用の連結

損益計算書上の表示区分の基

準は次のとおりであります。 

１．営業収益として表示した

金融収益 

投資有価証券受取配当金

及び利息等を除くすべて

の金融収益 

１．営業収益として表示した

金融収益 

同左 

１．営業収益として表示した

金融収益 

同左 

２．営業費用として表示した

金融費用 

明らかに営業収益に対応

しない支払利息等を除く

すべての金融費用 

２．営業費用として表示した

金融費用 

同左 

２．営業費用として表示した

金融費用 

同左 

※２．  ―――――― 

  

※２．  ―――――― 

  

※２．固定資産売却益 

固定資産売却益は、福利厚生施

設を売却したことによるもので

あり、その内訳は土地33百万

円、建物等７百万円でありま

す。 

※３．  ―――――― 

  

※３．減損損失・店舗閉鎖損  

通常店舗（69店舗）を閉鎖す

る等の意思決定を行ったこと

により、当中間連結会計期間

における閉鎖等の実施額を店

舗閉鎖損として563百万円計上

するとともに、実施予定額を

減損損失として141百万円計上

しております。 

また、一部の賃貸不動産等に

ついて著しい収益性の悪化及

び継続的な地価の下落等があ

ったため、当中間連結会計期

間において帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として162百万円

計上しております。  

※３．減損損失・店舗閉鎖損 

 通常店舗（92店舗）及び無人店

舗（111店舗）を閉鎖する等の

意思決定を行ったことにより、

当連結会計年度における閉鎖等

の実施額を店舗閉鎖損として

708百万円計上するとともに、

来期実施予定額を減損損失とし

て113百万円計上しておりま

す。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 147,295 － － 147,295 

合計 147,295 － － 147,295 

自己株式         

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 16,181 115 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月１日 

取締役会 
普通株式 16,181 利益剰余金 115 平成18年９月30日 平成18年12月４日

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 147,295 － － 147,295 

合計 147,295 － － 147,295 

自己株式         

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 16,181 115 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 

取締役会 
普通株式 12,664 利益剰余金 90 平成19年９月30日 平成19年12月５日

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 147,295 － － 147,295 

合計 147,295 － － 147,295 

自己株式         

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 16,181 115 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月１日  

取締役会  
普通株式  16,181 115 平成18年９月30日  平成18年12月４日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 16,181 利益剰余金 115 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

金額との関係 

現金及び預金勘

定 
68,695百万円

短期貸付金（Ｃ

Ｄ現先） 
29,998 

現金及び現金同

等物 
98,694 

現金及び預金勘

定 
57,028百万円

短期貸付金（Ｃ

Ｄ現先） 
47,502 

現金及び現金同

等物 
104,530 

現金及び預金勘

定 
68,110百万円

短期貸付金（Ｃ

Ｄ現先） 
27,986 

現金及び現金同

等物 
96,096 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他
（有形固
定資産） 

1,856 1,553 303 

合計 1,856 1,553 303 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

その他
（有形固
定資産） 

764 727 37

合計 764 727 37

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他
（有形固
定資産） 

1,140 996 144

合計 1,140 996 144

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 266百万円

１年超 37 

合計 303 

１年内 37百万円

１年超 － 

合計 37 

１年内 141百万円

１年超 3 

合計 144 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料 

（減価償却費相当

額） 

226百万円

支払リース料 

（減価償却費相当

額） 

105百万円

支払リース料 

（減価償却費相当

額） 

386百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．取得原価と中間連結貸借対照表計上額との差額は、外貨建有価証券の中間連結会計期間末の為替評価差額で

あります。 

２．その他有価証券の「その他」は、投資事業組合を通じて保有する株式等であります。 

３．減損処理を行った有価証券 

 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について21百万円、時価のない株式に

ついて78百万円の減損処理を行っております。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価を50％以上下落したもの及び時価が取得原価に比

べ30％以上50％未満下落しているもののうち、時価の回復可能性があると判断されるものを除き、減損処

理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 9,595 21,016 11,421 

(2) 債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 25 64 39 

合計 9,619 21,079 11,460 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式 4,725 4,651 -75 

非上場外国投資信託 5 6 1 

その他 1,469 1,559 89 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．取得原価と中間連結貸借対照表計上額との差額は、外貨建有価証券の中間連結会計期間末の為替評価差額で

あります。 

２．その他有価証券の「その他」は、投資事業組合を通じて保有する株式等であります。 

３．減損処理を行った有価証券 

 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について225百万円の減損処理を行っ

ております。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価を50％以上下落したもの及び時価が取得原価に比

べ30％以上50％未満下落しているもののうち、時価の回復可能性があると判断されるものを除き、減損処

理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 9,683 17,420 7,737 

(2) 債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 25 63 38 

合計 9,708 17,483 7,775 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式 3,760 3,673 -87 

その他 662 722 60 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．取得原価と連結貸借対照表計上額との差額は、外貨建有価証券の連結会計年度末の為替評価差額でありま

す。 

２．その他有価証券の「その他」は、投資事業組合を通じて保有する株式等であります。 

３．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について33百万円、時価のない株式につい

て107百万円の減損処理を行っております。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価を50％以上下落したもの及び時価が取得原価に比

べ30％以上50％未満下落しているもののうち、時価の回復可能性があると判断されるものを除き、減損処

理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 9,582 20,678 11,095 

(2) 債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 25 67 42 

合計 9,607 20,745 11,138 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式 4,617 4,421 -196 

その他 1,237 1,411 174 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．債券オプション取引については、契約額等の下に（ ）でオプション料を記載しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．債券オプション取引については、契約額等の下に（ ）でオプション料を記載しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．債券オプション取引については、契約額等の下に（ ）でオプション料を記載しております。 

    ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

債券 債券オプション       

   買建       

    コール 110,800     

    (316) － -316 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

債券 債券オプション       

   買建       

    コール 120,000     

    (738) － -738 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

債券 債券オプション       

   買建       

    コール 120,000     

    (841) － -841 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 消費者金融業の営業収益及び営業利益は、いずれも全セグメントの合計額に占める割合が90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外営業収益が、いずれも連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 



（開示対象特別目的会社関係） 

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

当社は、安定的に資金を調達することを目的として、営業貸付金を裏付けとした信託受益権の流動化を

実施しております。当該流動化にあたり、株式会社形態の特別目的会社を利用しております。当該流動化

において、当社は、前述した信託受益権のうち優先部分を特別目的会社に譲渡し、譲渡した資産を裏付け

として特別目的会社が社債の発行によって調達した資金を、売却代金として受領します。 

さらに、当社は営業貸付金の回収サービス業務を行い、また、信託受益権の劣後部分を保有しておりま

す。  

流動化の結果、平成19年９月末において、取引残高のある特別目的会社は２社あり、当該特別目的会社

の直近の決算日における資産総額（単純合算）は295,182百万円、負債総額（単純合算）は295,162百万円

です。なお、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権のある株式等は有しておらず、役員や従業

員の派遣もありません。  

 ２．当中間連結会計期間における特別目的会社との取引金額等 

 開示対象特別目的会社に対する資産の譲渡取引を金融取引として処理しているため、当該取引における

開示対象特別目的会社との取引金額等の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 5,754.81円

１株当たり中間純損失

金額 1,025.03円

１株当たり純資産額 3,328.60円

１株当たり中間純利益

金額 211.40円

１株当たり純資産額 3,252.98円

１株当たり当期純損失

金額 3,420.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金額 
      

 中間純利益（百万円） － 29,745 － 

 中間（当期）純損失（百万円） 144,228 － 481,274 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間純利益（百万円） － 29,745 － 

 普通株式に係る中間（当期）純損失 

 （百万円） 
144,228 － 481,274 

 期中平均株式数（千株） 140,706 140,706 140,706 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（コミットメントラインの使用） 

当社は、平成18年11月15日に、平成

17年７月15日に設定したコミットメ

ントライン1,500百万米ドル相当円貨

額のうち、450百万米ドルについて実

行いたしました。この結果、長期資

金調達コミットメント契約における

資金調達枠3,500百万米ドル相当円貨

額について、半期報告書提出日現在

での資金調達実行残高は2,489百万米

ドル相当円貨額、未実行資金調達枠

残高は1,011百万米ドル相当円貨額と

なっております。 

なお、当該資金調達の概要は以下の

とおりであります。 

（1）借入日 平成18年11月15日 

（2）借入額 53,100百万円 

 （450百万米ドル） 

 （3）借入先 株式会社ブルキャピト

ル 

（4）借入利率 年3.015％ 

（5）借入期間 ５年（２年据置後３

年分割返済） 

（6）担保 営業貸付金89,347百万円 

（7）資金の使途 運転資金 

（新株予約権の発行） 

当社は、平成19年11月８日開催の取

締役会において、会社法第236条、第

238条及び第240条の規定に基づき、

当社の使用人に対するストックオプ

ションを目的として、新株予約権の

発行を下記の通り行う旨決議いたし

ました。 

（1）新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式 新株予約権１個当た

り10株 

（2）新株予約権の割当対象者及び割

当予定数 

 当社の使用人たる地位にある者 

 2,749名 

（3）発行する新株予約権の総数 

 57,160個 

（実際に割当てる総数が減少し

たときは、減少した総数をもっ

て新株予約権の総数とする。） 

（4）新株予約権の割当日 

 平成19年11月29日 

（5）新株予約権の発行価格 無償 

（6）新株予約権の行使に際して払い

込むべき金額 

割当日の属する月の前月の東京

証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値の平均値

（平均値が割当日の終値を下回

る場合は当該終値）に上記(1)

の新株予約権１個当たりの目的

となる株式の数を乗じた金額 

（7）新株予約権の行使期間 

平成21年11月９日から平成23年

11月８日まで 

（8）新株予約権の譲渡に関する事項 

 譲渡には取締役会の承認を要す

る。 

――――――  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   57,966   52,160 57,219   

２．営業貸付金 
※

1.2.7 
1,518,789   1,359,314 1,431,848   

３．割賦売掛金   577   595 582   

４．貯蔵品   325   248 277   

５．短期貸付金   29,998   47,502 27,986   

６．繰延税金資産   26,321   30,201 20,590   

７．その他   33,115   28,499 48,813   

貸倒引当金   -162,719   -160,079 -151,262   

流動資産合計     1,504,372 85.2 1,358,440 90.0   1,436,054 90.1

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※５         

(1) 土地 ※１ 23,132   22,976 23,123   

(2) その他 ※１ 13,845   12,465 12,582   

有形固定資産合計   36,977   35,441 35,705   

２．無形固定資産   5,443   4,770 5,035   

３．投資その他の資産           

(1) 関係会社株式   38,433   38,233 38,233   

(2) 繰延税金資産   106,836   － －   

(3) その他   74,635   72,361 78,988   

投資その他の資産
合計 

  219,903   110,594 117,221   

固定資産合計     262,323 14.8 150,805 10.0   157,960 9.9

資産合計     1,766,695 100.0 1,509,246 100.0   1,594,014 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．短期借入金   16,000   22,884 16,000   

２．一年内償還予定社
債 

  30,000   － －   

３．一年内返済予定長
期借入金 

※１ 107,451   109,227 110,569   

４．未払法人税等   27,507   4,241 113   

５．賞与引当金   786   856 748   

６．役員賞与引当金   22   － －   

７．その他   17,080   18,241 20,342   

流動負債合計     198,846 11.2 155,449 10.3   147,773 9.3

Ⅱ 固定負債           

１．社債   157,178   129,781 158,479   

２．長期借入金 ※１ 321,750   295,401 328,791   

３．利息返還損失引当
金 

  269,562   451,434 488,798   

４．退職給付引当金   3,059   3,162 3,093   

５．役員退職慰労引当
金 

  103   118 117   

６．その他   10,965   10,504 13,736   

固定負債合計     762,617 43.2 890,400 59.0   993,015 62.3

負債合計     961,462 54.4 1,045,849 69.3   1,140,787 71.6

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     30,478 1.7 30,478 2.0   30,478 1.9

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金   52,263   52,263 52,263   

資本剰余金合計     52,263 3.0 52,263 3.5   52,263 3.3

３．利益剰余金           

(1) 利益準備金   7,619   7,619 7,619   

(2) その他利益剰余
金 

          

別途積立金   875,961   365,961 875,961   

繰越利益剰余金   -126,527   43,452 -479,611   

利益剰余金合計     757,053 42.8 417,032 27.6   403,969 25.3

４．自己株式     -40,776 -2.3 -40,776 -2.7   -40,776 -2.6

株主資本合計     799,018 45.2 458,997 30.4   445,934 27.9

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    6,633 0.4 4,452 0.3   6,432 0.4

２．繰延ヘッジ損益     -419 -0.0 -52 -0.0   861 0.1

評価・換算差額等合
計 

    6,214 0.4 4,400 0.3   7,293 0.5

純資産合計     805,232 45.6 463,397 30.7   453,227 28.4

負債純資産合計     1,766,695 100.0 1,509,246 100.0   1,594,014 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益           

１．営業貸付金利息     164,877 139,891   318,491 

２．総合斡旋収益     43 37   87 

３．その他の金融収益     1,577 1,539   3,139 

４．その他の営業収益     3,665 2,259   6,328 

営業収益合計     170,162 100.0 143,726 100.0   328,045 100.0 

Ⅱ 営業費用           

１．金融費用     10,536 10,655   21,651 

２．その他の営業費用 ※１   93,053 107,667   472,233 

営業費用合計     103,590 60.9 118,322 82.3   493,884 150.6

営業利益     66,572 39.1 25,405 17.7   － －

営業損失     － － － －   165,839 -50.6

Ⅲ 営業外収益 ※２   432 0.3 854 0.6   1,004 0.3

Ⅳ 営業外費用 ※３   348 0.2 1,111 0.8   890 0.2

経常利益     66,657 39.2 25,148 17.5   － －

経常損失     － － － －   165,726 -50.5

Ⅴ 特別利益 ※４   － － 186 0.1   1,112 0.3

Ⅵ 特別損失 ※5.7   272,137 159.9 1,091 0.8   273,025 83.2

税引前中間純利益     － － 24,243 16.8   － －

税引前中間（当
期）純損失 

    205,479 -120.8 － －   437,639 -133.4

法人税、住民税及
び事業税 

  33,266   4,564 21,400   

法人税等調整額   -94,271 -61,005 -35.9 -9,565 -5,001 -3.5 22,338 43,738 13.3

中間純利益     － － 29,244 20.3   － －

中間（当期）純損
失 

    144,474 -84.9 － －   481,377 -146.7

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越 

利益剰余金

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 874,961 35,173 -40,776 959,718 9,532 － 

中間会計期間中の変動額         

別途積立金の積立て
（注） 

    1,000 -1,000 －   

剰余金の配当（注）     -16,181 -16,181   

役員賞与（注）     -45 -45   

中間純損失     -144,474 -144,474   

自己株式の取得     -0 -0   

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

      -2,899 -419 

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － － 1,000 -161,700 -0 -160,700 -2,899 -419 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 875,961 -126,527 -40,776 799,018 6,633 -419 

 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越 

利益剰余金

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 875,961 -479,611 -40,776 445,934 6,432 861

中間会計期間中の変動額         

別途積立金の取崩し     -510,000 510,000 －   

剰余金の配当     -16,181 -16,181   

中間純利益     29,244 29,244   

自己株式の取得     -0 -0   

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

      -1,980 -913

中間会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － － -510,000 523,063 -0 13,063 -1,980 -913

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 365,961 43,452 -40,776 458,997 4,452 -52



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延 
ヘッジ損益

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越 

利益剰余金

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 874,961 35,173 -40,776 959,718 9,532 －

事業年度中の変動額         

別途積立金の積立て
（注） 

    1,000 -1,000 －   

剰余金の配当（注）     -16,181 -16,181   

役員賞与（注）     -45 -45   

剰余金の中間配当     -16,181 -16,181   

当期純損失     -481,377 -481,377   

自己株式の取得     -0 -0   

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

      -3,100 861

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 1,000 -514,784 -0 -513,784 -3,100 861

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

30,478 52,263 7,619 875,961 -479,611 -40,776 445,934 6,432 861



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

・時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

貯蔵品については最終仕入原

価法による原価法によってお

ります。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 建物     15年～50年 

 構築物    10年～30年 

 器具及び備品 ４年～15年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物     15年～50年  

 構築物    10年～30年 

 器具及び備品 ４年～15年 

（会計方針の変更）  

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更してお

ります。これにより営業利

益、経常利益及び税引前中

間純利益が９百万円、中間

純利益が５百万円それぞれ

減少しております。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しており

ます。 

これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

が41百万円、中間純利益が

25百万円それぞれ減少して

おります。  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 建物     15年～50年 

 構築物    10年～30年 

 器具及び備品 ４年～15年 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェア

については社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権（延滞日

数30日以内の債権）について

は貸倒実績率により、延滞債

権等特定の債権については、

信用リスクのランクごとに区

分して、過去の一定の算定期

間における貸倒実績等により

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権（延滞日

数30日以内の債権）について

は貸倒実績率により、延滞債

権等特定の債権については、

信用リスクのランクごとに区

分して、過去の一定の算定期

間における貸倒実績等により

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

将来の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権（延滞日

数30日以内の債権）について

は貸倒実績率により、延滞債

権等特定の債権については、

信用リスクのランクごとに区

分して、過去の一定の算定期

間における貸倒実績等により

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当中間会計期間より、日本公

認会計士協会業種別委員会報

告第37号「消費者金融会社等

の利息返還請求による損失に

係る引当金の計上に関する監

査上の取扱い」に従って、貸

付金に充当される利息返還損

失見込額部分につきましては

利息返還損失引当金として計

上しております。 

この変更に伴い、期首時点の

貸倒引当金のうち利息返還損

失見込額部分12,531百万円を

利息返還損失引当金に振替え

ております。 

（追加情報） 

従来、貸倒引当金は利息返還

損失引当金の対象債権も含め

た金額を算定した上で当該債

権に係る利息返還損失引当金

相当額を控除しておりました

が、貸倒実績に占める利息返

還損失のデータが蓄積された

ことにより、当該他の債権に

係る貸倒実績と区別して把握

することが可能になりまし

た。このため、当中間会計期

間より利息返還損失引当金の

対象債権を除いた債権に係る

貸倒実績により貸倒引当金を

算定しております。 

この結果、従来の会計処理に

比べ、営業費用の貸倒引当金

繰入額が14,951百万円減少

し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が14,951百

万円、中間純利益が8,896百万

円それぞれ増加しておりま

す。 

（追加情報）  

当事業年度より、日本公認会

計士協会業種別委員会報告第

37号「消費者金融会社等の利

息返還請求による損失に係る

引当金の計上に関する監査上

の取扱い」に従って、貸付金

に充当される利息返還損失見

込額部分につきましては、利

息返還損失引当金として計上

しております。 

この変更に伴い、期首時点の

貸倒引当金のうち利息返還損

失見込額部分12,531百万円を

利息返還損失引当金に振替え

ております。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2) 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過

する貸付金利息部分の顧客か

らの返還請求に備えるため、

当中間会計期間末における将

来の返還請求発生見込額を計

上しております。 

(2) 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過

する貸付金利息部分の顧客か

らの返還請求に備えるため、

当中間会計期間末における将

来の返還請求発生見込額を計

上しております。 

(2) 利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過

する貸付金利息部分の顧客か

らの返還請求に備えるため、

当事業年度末における将来の

返還請求発生見込額を計上し

ております。 

（追加情報） 

当中間会計期間より、日本公

認会計士協会業種別委員会報

告第37号「消費者金融会社等

の利息返還請求による損失に

係る引当金の計上に関する監

査上の取扱い」に従って利息

返還損失引当金を計上してお

ります。 

この変更に伴い、期首時点に

おける当該業種別委員会報告

に基づく引当金計上額307,069

百万円と従来の見積方法に基

づく引当金計上額35,031百万

円（貸倒引当金期首振替額

12,531百万円を含む）との差

額272,038百万円を利息返還損

失引当金繰入額として特別損

失に計上しております。 

この結果、従来の会計処理に

比べ、その他の営業費用が

65,423百万円減少し、営業利

益及び経常利益がそれぞれ同

額増加、税引前中間純損失が

206,615百万円増加しておりま

す。 

  

  

（追加情報）  

当事業年度より、日本公認会

計士協会業種別委員会報告第

37号「消費者金融会社等の利

息返還請求による損失に係る

引当金の計上に関する監査上

の取扱い」に従って利息返還

損失引当金を計上しておりま

す。 

この変更に伴い、期首時点に

おける当該業種別委員会報告

に基づく引当金計上額307,069

百万円と従来の見積方法に基

づく引当金計上額35,031百万

円（貸倒引当金期首振替額

12,531百万円を含む）との差

額272,038百万円を利息返還損

失引当金繰入額として特別損

失に計上するとともに、営業

費用に290,449百万円計上して

おります。  

この結果、従来の会計処理に

比べ、営業費用の貸倒引当金

繰入額が51,026百万円減少、

利息返還損失引当金繰入額が

162,098百万円増加し、営業損

失及び経常損失が111,072百万

円、税引前当期純損失が

383,110百万円、当期純損失が

390,817百万円それぞれ増加し

ております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

同左 

(3) 賞与引当金 

同左 

(4) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給

見込額の当中間会計期間負担

額を計上しております。 

(4)    ―――――― 

  

(4)   ―――――― 

  

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の会計処理に

比べ、営業利益及び経常利益

がそれぞれ22百万円減少し、

税引前中間純損失が同額増加

しております。 

  

  

  

  

  

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、全額翌

事業年度に費用処理すること

としております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、全額翌

事業年度に費用処理すること

としております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上し

ております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく事業

年度末要支給額を計上してお

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

社債及び借入金の支払利息に係

る金利変動リスク及び為替変動

リスクのヘッジを目的に金利ス

ワップ取引及び通貨・金利スワ

ップ取引を行っており、繰延ヘ

ッジ処理を適用しております。

なお、通貨・金利スワップ取引

については、全て金利スワップ

の特例処理及び振当処理を適用

しております。 

ヘッジ有効性評価の方法につい

ては、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によって

いるスワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

同左 

  

５．ヘッジ会計の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 営業貸付金利息の計上基準 

営業貸付金利息は発生基準に

より計上しております。 

なお、営業貸付金に係る未収

利息については、利息制限法

の上限利率と約定利率とのい

ずれか低い方により計上して

おります。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 営業貸付金利息の計上基準 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 営業貸付金利息の計上基準 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（金融商品に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第

10号 平成18年８月11日）及び「繰

延資産の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第19号 平成

18年８月11日）を適用しておりま

す。これにより、従来、繰延資産と

して計上しておりました社債発行差

金を社債から直接控除しており、そ

の金額は71,389百万円であります。 

 ―――――― 

  

（金融商品に関する会計基準）  

当事業年度より、「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号 

平成18年８月11日）及び「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第19号 平成18年８

月11日）を適用しております。これ

により、従来、繰延資産として計上

しておりました社債発行差金を社債

から直接控除しており、その金額は

70,088百万円であります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は805,651百

万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ―――――― 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は452,366百万円

であります。 

なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しておりました繰延税金資産は、資産の総額の

５％を超えたため、当中間会計期間より「繰延税金資

産」として区分掲記しております。なお、前中間会計期

間の投資その他の資産の「その他」に含まれている繰延

税金資産は19,268百万円であります。 

―――――― 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日現在） 

※１．担保に供している資産とこれに対

応する債務は次のとおりでありま

す。 

     

担保提供資産 

営業貸付金 

土地 

有形固定資産その他 

計 

対応する債務 

一年内返済予定長期借入金 

長期借入金 

計 

   

355,670百万円 

12,688  

3,394  

371,751  

   

45,190百万円 

208,084  

253,273  

   

591,884百万円 

878  

0  

592,763  

   

60,185百万円 

201,512  

261,698  

   

453,172百万円 

12,688  

3,279  

469,138  

   

55,402百万円 

231,529  

286,931  

  上記金額は、営業貸付金の信

託を利用した流動化に係るも

の（営業貸付金355,670百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）248,873百万円）

を含んでおります。 

なお、上記のほか、要求があ

れば営業貸付金7,480百万円を

長期借入金（一年内返済予定

を含む）4,500百万円の担保と

して提供する契約をしており

ます。 

上記金額は、営業貸付金の信

託を利用した流動化に係るも

の（営業貸付金591,884百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）259,698百万円）

を含んでおります。 

  

上記金額は、信託を利用した

営業貸付金の流動化に係るも

の（営業貸付金453,172百万

円、長期借入金（一年内返済

予定を含む）284,231百万円）

を含んでおります。 

なお、上記のほか、要求があ

れば営業貸付金2,531百万円を

長期借入金（一年内返済予定

を含む）2,300百万円の担保と

して提供する契約をしており

ます。 

※２．営業貸付金に含まれる個人向け無

担保貸付金 
1,518,789百万円 1,359,314百万円 1,431,848百万円 

 ３．営業貸付金コミットメント 営業貸付金については、貸出

契約の際に設定した額（契約

限度額）のうち、当社が与信

した額（利用限度額）の範囲

内で顧客が随時借入を行うこ

とができる契約となっており

ます。同契約に係る利用限度

額の融資未実行残高は

396,215百万円であります。

このうちには、当中間会計期

間末に残高のない顧客に対す

るものが239,074百万円含ま

れております。この利用限度

額については顧客の信用度合

いにより当社が任意に増減す

ることができるものであり、

融資未実行残高そのものが必

ずしも当社の将来のキャッシ

ュ・フローに重要な影響を与

えるものではありません。 

営業貸付金については、貸出

契約の際に設定した額（契約

限度額）のうち、当社が与信

した額（利用限度額）の範囲

内で顧客が随時借入を行うこ

とができる契約となっており

ます。同契約に係る利用限度

額の融資未実行残高は

379,272百万円であります。

このうちには、当中間会計期

間末に残高のない顧客に対す

るものが226,133百万円含ま

れております。この利用限度

額については顧客の信用度合

いにより当社が任意に増減す

ることができるものであり、

融資未実行残高そのものが必

ずしも当社の将来のキャッシ

ュ・フローに重要な影響を与

えるものではありません。 

営業貸付金については、貸出

契約の際に設定した額（契約

限度額）のうち、当社が与信

した額（利用限度額）の範囲

内で顧客が随時借入を行うこ

とができる契約となっており

ます。同契約に係る利用限度

額の融資未実行残高は、

411,392百万円であります。

このうちには、当事業年度末

に残高のない顧客に対するも

のが241,388百万円含まれて

おります。この利用限度額に

ついては顧客の信用度合いに

より当社が任意に増減するこ

とができるものであり、融資

未実行残高そのものが必ずし

も当社の将来のキャッシュ・

フローに重要な影響を与える

ものではありません。 

 



項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日現在） 

 ４．借入金コミットメント 長期借入枠コミットメントに

よる借入を行っております。

この契約による借入枠は

3,500百万米ドル相当円貨額

であり、当中間会計期間末の

借入実行残高は2,098百万米

ドル相当円貨額、借入未実行

残高は1,402百万米ドル相当

円貨額であります。 

長期借入枠コミットメントに

よる借入を行っております。

この契約による借入枠は

3,500百万米ドル相当円貨額

であり、当中間会計期間末の

借入実行残高は2,218百万米

ドル相当円貨額、借入未実行

残高は1,282百万米ドル相当

円貨額であります。 

長期借入枠コミットメントに

よる借入を行っております。

この契約による借入枠は

3,500百万米ドル相当円貨額

であり、当事業年度末の借入

実行残高は2,414百万米ドル

相当円貨額、借入未実行残高

は1,086百万米ドル相当円貨

額であります。 

※５．有形固定資産の減価償却累計額 34,784百万円 33,928百万円 34,730百万円 

 ６．偶発債務 社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

社債の債務履行引受契約に係

る偶発債務 

  第二回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円 

第四回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円 

第八回20年物

無担保普通社

債 

30,000百万円 

第四回７年物

無担保普通社

債 

30,000百万円 

※７．不良債権の状況      

破綻先債権 1,011百万円 1,006百万円 862百万円 

  元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破産債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権でありま

す。 

延滞債権 84,393百万円 105,060百万円 79,846百万円 

  元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計

上しなかった貸付金のうち、

破綻先債権に該当しないもの

であります。 

３か月以上延滞債権 38,572百万円 40,243百万円 35,120百万円 

  元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から３か月以上遅

延している貸付金で、破綻先

債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

貸出条件緩和債権 99,231百万円※ 101,812百万円※ 99,245百万円※ 

  債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

※なお、99,231百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが92,403百万円含

まれております。 

債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

※なお、101,812百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが94,745百万円含

まれております。 

債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として金利の

減免等債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で、破綻

先債権、延滞債権及び３か月

以上延滞債権に該当しないも

のであります。 

※なお、99,245百万円の内に

は、延滞日数が０日から30日

までのものが92,857百万円含

まれております。 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．減価償却実施額      
有形固定資産 919百万円 802百万円 1,863百万円 

無形固定資産 782 806 1,579 

※２．営業外収益の主要項目      
受取配当金 145百万円 159百万円 181百万円 

投資利益 125 297 517 

為替差益 54 － 75 

還付加算金 － 327 － 

※３．営業外費用の主要項目      
固定資産除売却損 30百万円 27百万円 32百万円 

支払オプション料 316 738 841 

為替差損 － 335 － 

※４．特別利益の主要項目      
関係会社清算配当金 －百万円 42百万円 1,072百万円 

固定資産売却益 －  －  40  

投資有価証券売却益 －  144  －  

※５．特別損失の主要項目      
投資有価証券評価損 99百万円 225百万円 115百万円 

減損損失 － 303 160 

利息返還損失引当金繰入額 272,038 － 272,038 

店舗閉鎖損 － 563 708 

 ６．金融収益及び金融費用の損益計算

書上の表示区分の基準 

(1) 営業収益として表示した

金融収益 

関係会社に係る貸付金利

息及び受取配当金、投資

有価証券受取配当金及び

利息等を除くすべての金

融収益 

(1) 営業収益として表示した

金融収益 

同左 

(1) 営業収益として表示した

金融収益 

同左 

  (2) 営業費用として表示した

金融費用 

明らかに営業収益に対応

しない支払利息等を除く

すべての金融費用 

(2) 営業費用として表示した

金融費用 

同左 

(2) 営業費用として表示した

金融費用 

同左 

※７．減損損失・店舗閉鎖損 ――――― 通常店舗（69店舗）を閉鎖す

る等の意思決定を行ったこと

により、当中間会計期間にお

ける閉鎖等の実施額を店舗閉

鎖損として563百万円計上する

とともに、実施予定額を減損

損失として141百万円計上して

おります。 

また、一部の賃貸不動産等に

ついて著しい収益性の悪化及

び継続的な地価の下落等があ

ったため、当中間会計期間に

おいて帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を

減損損失として162百万円計上

しております。 

通常店舗（92店舗）及び無人

店舗（111店舗）を閉鎖する等

の意思決定を行ったことによ

り、当事業年度における閉鎖

等の実施額を店舗閉鎖損とし

て708百万円計上するととも

に、来期実施予定額を減損損

失として113百万円計上してお

ります。 

  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

 普通株式（注） 6,589 0 － 6,589 

合計 6,589 0 － 6,589 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他
（有形
固定資
産） 

1,856 1,553 303 

合計 1,856 1,553 303 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他
（有形
固定資
産） 

764 727 37 

合計 764 727 37 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

その他
（有形
固定資
産） 

1,140 996 144 

合計 1,140 996 144 

  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

２．未経過リース料期末残高相当

額等 

    未経過リース料中間期末残高

相当額 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

  未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内 266百万円

１年超 37  

合計 303  

１年内 37百万円

１年超 －  

合計 37  

１年内 141百万円

１年超 3  

合計 144  

  （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

  ３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

  支払リース料

（減価償却費

相当額） 

226百万円

支払リース料

（減価償却費

相当額） 

105百万円

支払リース料

（減価償却費

相当額） 

386百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 5,722.80円

１株当たり中間純損失

金額 1,026.78円

１株当たり純資産額 3,293.37円

１株当たり中間純利益

金額 207.84円

１株当たり純資産額 3,221.09円

１株当たり当期純損失

金額 3,421.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり

中間（当期）純損失金額 
      

中間純利益（百万円） － 29,244 － 

中間（当期）純損失（百万円） 144,474 － 481,377 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益（百万円） － 29,244 － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（百万円） 
144,474 － 481,377 

期中平均株式数（千株） 140,706 140,706 140,706 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（コミットメントラインの使用） 

当社は、平成18年11月15日に、平成

17年７月15日に設定したコミットメ

ントライン1,500百万米ドル相当円貨

額のうち、450百万米ドルについて実

行いたしました。この結果、長期資

金調達コミットメント契約における

資金調達枠3,500百万米ドル相当円貨

額について、半期報告書提出日現在

での資金調達実行残高は2,489百万米

ドル相当円貨額、未実行資金調達枠

残高は1,011百万米ドル相当円貨額と

なっております。 

なお、当該資金調達の概要は以下の

とおりであります。 

（1）借入日 平成18年11月15日 

（2）借入額 53,100百万円 

 （450百万米ドル） 

 （3）借入先 株式会社ブルキャピト

ル 

（4）借入利率 年3.015％ 

（5）借入期間 ５年（２年据置後３

年分割返済） 

（6）担保 営業貸付金89,347百万円 

（7）資金の使途 運転資金 

（新株予約権の発行） 

当社は、平成19年11月８日開催の取

締役会において、会社法第236条、第

238条及び第240条の規定に基づき、

当社の使用人に対するストックオプ

ションを目的として、新株予約権の

発行を下記の通り行う旨決議いたし

ました。 

（1）新株予約権の目的となる株式の

種類及び数 

 普通株式 新株予約権１個当た

り10株 

（2）新株予約権の割当対象者及び割

当予定数 

 当社の使用人たる地位にある者 

 2,749名 

（3）発行する新株予約権の総数 

 57,160個 

（実際に割当てる総数が減少し

たときは、減少した総数をもっ

て新株予約権の総数とする。） 

（4）新株予約権の割当日 

 平成19年11月29日 

（5）新株予約権の発行価格 無償 

（6）新株予約権の行使に際して払い

込むべき金額 

割当日の属する月の前月の東京

証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値の平均値

（平均値が割当日の終値を下回

る場合は当該終値）に上記(1)

の新株予約権１個当たりの目的

となる株式の数を乗じた金額 

（7）新株予約権の行使期間 

平成21年11月９日から平成23年

11月８日まで 

（8）新株予約権の譲渡に関する事項 

 譲渡には取締役会の承認を要す

る。 

――――――  

  



(2）【その他】 

 平成19年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額        12,663,537,930円 

② １株当たり中間配当金           90円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成19年12月５日 

（注） 平成19年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第40期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

２ 臨時報告書  

平成19年11月８日関東財務局長に提出  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプション制度に伴う新株予約権発行）

の規定に基づく臨時報告書であります。  

３ 有価証券報告書の訂正報告書  

平成19年10月26日関東財務局長に提出。 

事業年度（第40期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

４ 発行登録書（社債）及びその添付書類  

平成19年10月５日関東財務局長に提出。 

５ 訂正発行登録書  

平成19年６月29日関東財務局長に提出。  

平成19年10月26日関東財務局長に提出。 

平成19年11月８日関東財務局長に提出。 

６ 自己株券買付状況報告書   

平成19年10月12日関東財務局長に提出。  

平成19年11月６日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月３０日

株 式 会 社 武 富 士 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社武富士の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社武富士及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（４）①及び②の追加情報に記載されているとおり、会社は当中間連結

会計期間より日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３７号「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上

に関する監査上の取扱い」に従って利息返還損失引当金を計上している。 
  

会社と公認会計士松本善一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 

  

  公認会計士 松 本 善 一 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 島 村   哲 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１１月２７日 

株 式 会 社 武 富 士  

  取 締 役 会 御 中      

  新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐 藤 元 宏 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 大田原 吉 隆 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 島 村   哲 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社武富士の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社武富士及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月３０日

株 式 会 社 武 富 士 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社武富士の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社武

富士の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．（１）及び（２）の追加情報に記載されているとおり、会社は当中間会計期

間より日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３７号「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関す

る監査上の取扱い」に従って利息返還損失引当金を計上している。 
  

会社と公認会計士松本善一及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

公認会計士松本善一事務所 

  

  公認会計士 松 本 善 一 

      

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 元 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 島 村   哲 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１１月２７日 

株 式 会 社 武 富 士  

  取 締 役 会 御 中      

  新 日 本 監 査 法 人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐 藤 元 宏 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 大田原 吉 隆 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 島 村   哲 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社武富士の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社武富士の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月１

日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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